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(1) 連結子会社 

  

 
  

４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

役員の兼任等
資金
援助

営業上の取引 設備の賃貸借
当社
役員

当社
従業員

ニッカウヰスキー㈱ 
（注）３ 

東京都 
港区 14,989 酒類 100.00 2 1 無

当社への製品 
の販売 

事務所、倉庫
の賃借 

アサヒビールモルト㈱ 
滋賀県 
野洲市 90 食品・薬品 94.15 ― 2 無

当社使用麦芽の
製造委託 

なし 

アサヒフードアンド 
ヘルスケア㈱ 

東京都 
墨田区 3,200 食品・薬品 100.00 3 ― 無 なし 

事務所、倉庫の
賃貸 

日本エフディ㈱ 
長野県 
安曇野市 90 食品・薬品 90.00 

(90.00)
― ― 無 なし なし 

天野実業㈱ 
広島県  
福山市 68 食品・薬品 80.00 2 ― 無 なし なし 

和光堂㈱  
東京都 
千代田区 2,918 食品・薬品 100.00 3 ― 無 なし なし 

和光食品工業㈱ 
東京都 
千代田区 25 食品・薬品 100.00 

(100.00)
― ― 無 なし なし 

和光物流㈱ 
栃木県 
さくら市 21 食品・薬品 100.00 

(100.00)
― ― 無 なし なし 

㈱日本小児医事出版社 
東京都 
千代田区 20 食品・薬品 100.00 

(100.00)
― ― 無 なし なし 

アサヒロジ㈱ 
東京都 
大田区 80 その他 100.00 1 1 無

当社製品 
の運送 

倉庫の賃貸借

エービーカーゴ東日本㈱ 
東京都 
大田区 10 その他 100.00 

(100.00)
― ― 無

当社製品 
の運送 

なし 

エービーカーゴ西日本㈱ 
大阪府 
吹田市 10 その他 100.00 

(100.00)
― ― 無

当社製品 
の運送 

なし 

㈱エヌ・エス・カーゴ 
茨城県 
石岡市 10 その他 70.00 

(70.00)
─ ─ 無

当社製品 
の運送 

なし 

アサヒ飲料㈱   （注）４ 
東京都 
墨田区 11,081 飲料 100.00 3 ― 無

当社への製品 
の販売 

事務所、倉庫の
賃貸 

アサヒカルピスビバレッジ㈱ 
東京都 
台東区 495 飲料 65.00 ― ― 無 なし なし 

沖縄カルピス販売㈱ 
沖縄県  
那覇市 75 飲料 100.00 ─ ― 無 なし なし 

㈱エルビー（東京）（注）５ 
埼玉県 
蓮田市 487 飲料 67.85 1 1 無 なし なし 

㈱エルビー（名古屋） 
愛知県 
東海市 55 飲料 97.00 1 2 無 なし なし 

アサヒフードクリエイト㈱ 
東京都 
中央区 40 その他 100.00 ― 2 無

当社製品等 
の販売 

店舗の賃貸

アサヒビール園㈱ 
札幌市 
白石区 90 その他 100.00 1 2 無

当社製品等 
の販売 

店舗、事務所の
賃貸 

アサヒオフィスアンド 
ビルサービス㈱  （注）６ 

東京都 
墨田区 200 その他 100.00 ― 2 無 なし 事務所の賃貸

アサヒビール保険サービス 
㈱        （注）７ 

東京都 
中央区 11 その他 100.00 ― 1 無 なし 事務所の賃貸

㈱アサヒビールフィード 
東京都 
中央区 30 その他 100.00 ― 2 無

当社副産物 
の受託加工 

事務所、製造設
備の賃貸 

アサヒマネジメントサービス
㈱ 

東京都 
墨田区 50 その他 100.00 ― 3 無 なし 事務所の賃貸

ASAHI BEER U.S.A.,INC. 
アメリカ 
ロサンゼ 
ルス 

3,720 
(US.$ 

32,000千)
酒類 100.00 ― 1 無

当社製品等 
の販売 

なし 

杭州西湖啤酒朝日（股份）有
限公司 

中国
浙江省 

3,882
(RMB. 
276,000千)

酒類 55.00 
(55.00)

― 1 無 なし なし 

浙江西湖啤酒朝日有限公司 
中国
浙江省 

  2,260 
(RMB. 
150,000千）

酒類 100.00 
(100.00)

─ 2 無 なし なし 

北京啤酒朝日有限公司 
（注）８ 

中国
北京市 

4,744 
(RMB. 
374,910千)

酒類 47.00 
[31.00]

― 2 無 なし なし 

煙台啤酒朝日有限公司 
中国
山東省 

3,032 
(RMB. 
218,804千)

酒類 53.00 
(53.00)

― 3 無 なし なし 
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(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有割合」の欄の( )内は間接所有割合を内書きで、[ ]は同意している者の所有割合を外書き

で記載しています。 

３ 特定子会社に該当します。 

４ アサヒ飲料㈱については、は売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％

を超えております。 

主要な損益情報等 ① 売上高         225,292百万円 

         ② 経常利益         6,589百万円 

         ③ 当期純利益        3,144百万円 

         ④ 純資産          38,737百万円 

         ⑤ 総資産         124,979百万円 

  

  

  

  

名称 住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

役員の兼任等
資金
援助

営業上の取引 設備の賃貸借
当社
役員

当社
従業員

ASAHI BREWERIES ITOCHU  
(HOLDINGS) LTD. 

中国 
香港 

3,228 
(HK.$ 

214,000千)
酒類 60.00 ― 3 無 なし なし

朝日啤酒(中国)投資有限公司 
中国 
上海市 

6,187 
(RMB. 

463,759千)
酒類 100.00 ― 3 無 なし なし

朝日啤酒(上海)産品服務 
有限公司 

中国 
上海市 

4,835 
(RMB. 

345,194千)
酒類、飲料 100.00 

(100.00)
― 5 無 なし なし

青島青啤朝日飲品有限公司 
中国 
山東省 

1,539 
(RMB. 

110,000千)
飲料 60.00 

(60.00)
― 3 無 なし なし

㈱マスダ 
大阪市 
北区 450 その他 100.00 ― 1 無

当社製品等 
の販売 

なし

沖縄アサヒ販売㈱ 
沖縄県 
浦添市 10 酒類、飲料 100.00 1 1 無

当社製品等 
の販売 

なし

㈱北海道ニッカサービス 
北海道 
余市郡 10 その他 100.00 

(100.00)
― ― 無 なし なし

㈱仙台ニッカサービス 
仙台市 
青葉区 10 その他 100.00 

(100.00)
― ― 無 なし なし

ニッカ製樽㈱ 
栃木県 
さくら市 10 酒類 100.00 

(100.00)
― ― 無 なし なし

サントネージュワイン㈱ 
山梨県 
山梨市 50 酒類 100.00 ― 3 無

当社への製品 
の販売 

なし

さつま司酒造㈱ 
鹿児島県 
姶良郡 12 酒類 85.00 ― 2 無

当社への製品 
の販売 

なし

東日本アサヒ生ビール 
サービス㈱ 

東京都 
大田区 20 酒類 100.00 ― 3 無 なし 事務所の賃貸

西日本アサヒ生ビール 
サービス㈱ 

大阪府 
吹田市 30 酒類 100.00 ― 3 無 なし 事務所の賃貸

㈱うすけぼ 
東京都 
港区 50 その他 100.00 1 1 無 なし なし

㈱アサヒビール 
コミュニケーションズ 

東京都 
中央区 50 その他 100.00 ― 3 無 なし 事務所の賃貸

㈱フルハウス 
東京都 
墨田区 70 その他 100.00 ― 2 無 なし 事務所の賃貸

㈱アサヒ流通研究所 
東京都 
墨田区 10 その他 100.00 ― 1 無 なし 事務所の賃貸

BUCKINGHAMSHIRE  
GOLF CO.,LTD 

イギリス 
バッキン
ガム 

4,599 
(￡ 

24,520千)
その他 100.00 ― 2 無 なし なし

ヘテ飲料㈱     (注)８ 
韓国 
ソウル 
特別市 

9,460 
(KRW.100,000

百万)
飲料 41.00 2 ― 無 なし なし

アサヒフィールドマーケティ
ング㈱ 

東京都 
墨田区 10 その他 100.00 ― 2 無 なし 事務所の賃貸

㈱エイ・アイ・ビバレッジホ
ールディング 

東京都 
墨田区 12,000 その他 80.00 3 1 無 なし 事務所の賃貸
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５ （株）エルビー（東京）は、前期までは「株式会社エルビー（埼玉）」と記載しておりましたが、当期から

呼称を変更しております。 

６ アサヒビール不動産㈱は、平成20年4月1日に社名をアサヒオフィスアンドビルサービス㈱に変更しておりま

す。 

７ （株）アサヒビールサービスセンターは、平成20年9月8日に社名をアサヒビール保険サービス（株）に変更

しております。 

８ 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)第８条第４項の規定によ

り子会社としております。 

  

(2) 持分法適用の非連結子会社及び関連会社 

  

 
(注) １ 子会社26社を保有しており、同26社も提出会社の関係会社（持分法適用関連会社）となっております。 

２ 「議決権の所有割合」の欄の( )内は間接所有割合を内書きで記載しています。 

３ 本部所在地は、中国天津市であります。 

  

名称 住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

役員の兼任等
資金
援助

営業上の取引 設備の賃貸借
当社
役員

当社
従業員

アサヒビジネスソリューショ
ンズ㈱ 

東京都 
中央区 110 その他 49.00 1 1 無 なし 事務所の賃貸

康師傅飲品控股有限公司 
      （注１、２、３) 

英国領 
ケイマン 
諸島 

1 
(US.$  

10千)
飲料 50.00 

(50.00)
3 ― 無 なし なし 

深圳青島啤酒朝日有限公司 
中国
広東省 

3,801 
(RMB. 

248,522千)
酒類 29.00 ― 1 無

当社への 
製品の販売 

なし 

㈱アサヒビール 
エンジニアリング 

東京都 
墨田区 40 その他 100.00 ― 2 無 なし 事務所の賃貸
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(1) 連結会社の状況 

平成20年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は( )内に期中平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成20年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。なお、上記に含まれる提出会社への出向者は、222名であります。 

２ 上記の他に関係会社等への出向者539名、嘱託148名が在籍しております。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

親会社及び一部の子会社には労働組合が組織されております。 

なお、労使関係については、特記すべき事項はありません。 

  

５ 【従業員の状況】

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

酒類 
       7,369  (855)

 

飲料 
  4,633  (220)
 

食品・薬品 
  1,411  (316)
 

その他 
 2,944 (3,090)

 

合計
 16,357 (4,481)
 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

3,713 40.8 14.4 8,923,756 
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第３ 【設備の状況】 

当連結会計年度の設備投資は、36,134百万円であり、事業の種類別セグメント毎の内訳は次の通りであ

ります。 

酒類事業においては、主に既存設備の更新工事や省エネルギー対策など継続的な設備投資を実施しまし

た。その結果、酒類事業の設備投資額は16,841百万円となりました。  

飲料事業においては、グループでの最適生産・物流体制構築の一環で、当社茨城工場への清涼飲料設備

の投資を前期に引き続き実施しました。また、「アサヒ飲料株式会社」において新ラインの導入など一層

の生産体制効率化を図った戦略設備投資を実施しました。その結果、飲料事業の設備投資額は16,379百万

円となりました。  

食品・薬品事業においては、既存設備の更新工事や継続的な製造合理化投資を実施いたしました。その

結果、食品・薬品事業の設備投資額は2,126百万円となりました。  

その他事業の設備投資は786百万円となりました。 

なお、生産能力に重要な影響を与えるような固定資産の除却・売却はありません。  

  

１ 【設備投資等の概要】
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(1) 提出会社 

  

 
  

２ 【主要な設備の状況】

事業所名 
(所在地)

セグメ 
ントの 
名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

名古屋工場 
(名古屋市守山区) 

酒類 
ビール等
製造設備 10,678 13,176 

704 
(171,675)
[13,234]

344 24,903 
152 

≪－≫

吹田工場 
(大阪府吹田市) 

酒類 
ビール等
製造設備 15,226 19,020 

8,213 
(137,098)

363 42,822 
139 

≪－≫

西宮工場 
(兵庫県西宮市) 

酒類 
ビール等
製造設備 12,302 14,790 

9,957 
(162,500)
[6,162]

460 37,510 
148 

≪－≫

博多工場 
(福岡市博多区) 

酒類 
ビール等
製造設備 12,432 13,086 

1,143 
(166,208)

[595]
453 27,116 

124 
≪－≫

福島工場 
(福島県本宮市) 

酒類 
ビール等
製造設備 12,674 17,889 

1,510 
(249,526)
[4,040]

401 32,475 
170 

≪－≫

茨城工場 
(茨城県守谷市) 

酒類 
飲料 

ビール等
製造設備 29,768 31,291 

17,591 
(387,855)

776 79,428 
240 

≪－≫

北海道工場 
(札幌市白石区) 

酒類 
ビール等
製造設備 7,703 8,683 

8,227 
(73,302)

162 24,778 
63 

≪－≫

四国工場 
(愛媛県西条市) 

酒類 
ビール等
製造設備 6,644 8,569 

1,870 
(75,844)

204 17,289 
60 

≪－≫

神奈川工場 
(神奈川県南足柄市) 

酒類 
ビール等
製造設備 11,987 11,831 

20,284 
(412,004)
[22,814]

372 44,475 
69 

≪－≫

研究開発本部 
(茨城県守谷市) 

酒類 研究設備 4,556 947 
1,701 

(35,879)
1,453 8,659 

215 
≪－≫

東京支社他 
41支社・支店 
(東京都中央区他) 

酒類 営業設備 1,156 0 
－

(449)
[449]

5,537 6,693 
1,677 
≪－≫

本店 
(東京都墨田区) 

酒類 
その他 

本店設備 10,040 0 
13,332 
(8,139)

31,750 55,123 
647 

≪－≫
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(2) 国内子会社 

  

 
  

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメ 
ントの 
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

ニッカウヰスキー㈱ 

仙台工場他 
６工場 
(仙台市青葉区他) 

酒類 
ウイスキー
等製造設備 6,679 6,168

4,394 
(889,180) 
[19,062] 
<7,843> 

209 17,452
247 

≪131≫

アサヒ飲料㈱ 
明石工場他 
３工場 
(兵庫県明石市他) 

飲料 
清涼飲料
製造設備 8,637 9,659

17,098 
(267,625) 

219 35,614
245 
≪24≫

㈱エルビー（東京）

他１社 

本社・蓮田工場他 
１工場 
(埼玉県蓮田市他) 

飲料 
清涼飲料
製造設備 1,706 1,521

1,517 
(20,960) 

[297] 
22 4,766

241 
≪37≫

アサヒフードアンド

ヘルスケア㈱ 

栃木工場他 
２工場 
(栃木県下野市他) 

食品・ 
薬品 

食品・
薬品 
製造設備 

1,962 1,925
617 

(33,027) 
78 4,583

60 
≪16≫

和光堂㈱ 
他１社 

栃木工場他 
２工場 
(栃木県さくら市
他) 

食品・ 
薬品 

食品・
薬品 
製造設備 

3,462 898
2,122 

(127,517) 
[8,713] 

71 6,554
188 

≪105≫

アサヒビール 
モルト㈱ 

本社・野洲工場 
他１工場 
(滋賀県野洲市他) 

酒類・ 
飲料・ 
その他 

麦芽
加工設備 1,832 311

543 
(124,337) 
<3,465> 

12 2,699 ≪10≫ 
33 

天野実業㈱ 
里庄第１工場他１
工場 
（岡山県浅口郡） 

食品・ 
薬品 

食品製造設
備 1,524 867

1,389 
(54,897) 

102 3,884
 

403 
≪－≫
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(3) 在外子会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額の内「その他」は、工具器具備品等で、建設仮勘定の金額を含めておりません。 

２ 上記以外の土地の一部についても連結会社以外から賃借しています。賃借料は年額448百万円で、賃借して

いる土地については [ ] で内書しております。 

３ 上記 < > は、連結会社以外への賃貸設備で、帳簿価額に含まれております。 

４ 上記≪ ≫は、臨時従業員数であります。 

５ 現在休止中の主要な設備は、ありません。 

６ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は下記の通りです。 

 
上記の他、提出会社の支社等の営業設備の工具器具備品を中心に賃借資産があります。 

７ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメ 
ントの 
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

北京啤酒朝日 
有限公司 
他３社 

北京啤酒工場 
他３工場 
(中国北京市他) 

酒類 
ビール
製造設備 3,142 8,293

－
(610,284)
[610,284]

266 11,702
2,759 
≪960≫ 

ヘテ飲料㈱ 

天安工場他２工
場 
(韓国忠清南道天
安市他) 

飲料 
清涼飲料
製造設備 3,067 1,321

2,604
(338,628)

77 7,070
283 

≪96≫ 

会社名
事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容 リース期間

年間リース料 
及びレンタル料

摘要

アサヒ飲料㈱ 飲料 清涼飲料製造設備 ３～10年 131百万円 リース契約

アサヒ飲料㈱ 飲料 営業用車輌 ５年 145百万円 リース契約

アサヒ飲料㈱ 飲料 自動販売機 ５年 6,648百万円 リース契約

─ 37 ─



(1) 重要な設備の新設等 

提出会社 

  

 
(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２ 低アルコール飲料設備12,000千箱／年（1箱＝250ml×24本）、清涼飲料設備24,000千箱／年（実箱） 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】

事業場名 
(所在地)

事業の 
種類別 
セグメ 
ント

設備の内容

投資予定額
資金
調達 
方法

着手及び完了予定日
完成後の
増加能力総額

(百万円)

既支
払額 

(百万円)
着手 完了

茨城工場 
(茨城県守 
 谷市) 

酒類 
飲料 

・酒類製造設備新設 
・清涼飲料製造設備新設 
・物流設備増強 

22,500 14,689 自己資金 平成18年8月 平成21年5月 （注）２
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成21年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの、新株予約権の行使(旧商法

に基づき発行された新株引受権の行使を含む。)による株式の発行数は含まれておりません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 972,305,309 

計 972,305,309 

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年3月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 483,585,862 483,585,862 

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部 

完全議決権株式であり権利内
容に制限のない標準となる株
式であります。 
単元株式数は100株でありま
す。 

計 483,585,862 483,585,862 ― ― 
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(2) 【新株予約権等の状況】 

① 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとお 

りであります。 

 
※ １   本新株予約権の行使により交付する株式の数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を※２記載の新株 

  予約権の行使時の払込金額で除した数とする。但し、行使により生じる1株未満の端数は切り捨て、現金によ

  る調整は行わない。 

※ ２  ①各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価 

 額は、その額面金額と同額とする。   

  ②新株予約権の行使時の払込金額（以下転換価額という。）は、2,107円とする。ただし、当社が当社普通 

 株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合に 

 は、下記の算式により調整される。なお、下記の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株 

 式(当社が保有するものを除く。)の総数をいう。 

 
  

    また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株 

 式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されるものを含む。) の発行が行われる場合その

 他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。 

2023年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債（平成20年５月29日発行）

 
事業年度末現在

(平成20年12月31日)
提出日の前月末現在
(平成21年2月28日)

新株予約権の数 35,000個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数   16,611,295株 ※１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額       2,107円 ※２ 同左

新株予約権の行使期間
 平成20年６月12日～

   平成35年５月12日 ※３
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  2,107円
 資本組入額 1,054円 ※４

同左

新株予約権の行使の条件

平成23年5月29日までは、新株予
約権付社債権者は、ある四半期
の最後の取引日に終了する30連
続取引日のうちいずれかの20取
引日において、当社普通株式の
終値が、当該最後の取引日にお
いて適用のある転換価額の125％
を超えた場合に限って、翌四半
期の初日から末日までの期間に
おいて、新株予約権を行使する
ことができる。また、新株予約
権の一部行使はできないものと
する。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権は、転換社債型新株
予約権付社債に付されたもので
あり、本社債からの分離譲渡は
できない。 

同左

代用払込みに関する事項 該当事項なし ※５ 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

※６ 同左

新株予約権付社債の残高 35,168百万円 35,166百万円

 
既発行株式数 ＋

発行又は処分株式数×１株当たりの払込金額

       調整後転換価額＝ 調整前転換価額×
時価

既発行株式数＋発行又は処分株式数
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※ ３   ①当社の選択による繰上償還の場合は、償還日の東京における3営業日前の日まで、②本新株予約権付社債 

  権者の選択による繰上償還がなされる場合は、償還通知書が支払・新株予約権行使請求受付代理人に預託さ 

 れた時まで、③本社債の買入消却がなされる場合は、本社債が消却される時まで、また④本社債の期限の利 

 益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場合も、2023年５月12日より後に本新株 

 予約権を行使することはできない。  

  上記にかかわらず、当社による本新株予約権付社債の取得の場合、本新株予約権付社債の要項の定めに従  

  い、取得通知の翌日から取得日までの間又は取得日の14日前の日から取得日までの間は本新株予約権を行使 

  することはできない。  

  また、当社の本新株予約権付社債の要項に定める組織再編等を行うために必要であると当社が合理的に判断 

  した場合には、組織再編等の効力発生日の翌日から14日以内に終了する30日以内の当社が指定する期間中、 

  本新株予約権を行使することはできない。  

※ ４   本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定め 

  るところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生 

  じる場合はその端数を切り上げた額とする。 

※ ５   各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額 

  は、その額面金額と同額とする。 

※ ６   ①組織再編等が生じた場合には、当社は、承継会社等（以下に定義する。）をして、本新株予約権付社債の 

    要項に従って、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる新 

    たな新株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとする。但し、かかる承継及び交付については、 

   （ⅰ）その時点で適用のある法律上実行可能であり、（ⅱ）そのための仕組みが既に構築されているか又は

    構築可能であり、かつ、（ⅲ）当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体から見て不合理な（当社が 

  これを判断する。）費用（租税を含む。）を負担せずに、それを実行することが可能であることを前提条 

    件とする。かかる場合、当社は、また、承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の上場会 

    社であるよう最善の努力をするものとする。本①に記載の当社の努力義務は、当社が受託会社に対して承 

    継会社等が、当該組織再編等の効力発生日において、理由の如何を問わず、日本の上場会社であることを 

    当社は予想していない旨の証明書を交付する場合には、適用されない。  

   「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債及び／又は本新株予約権に

    係る当社の義務を引き受ける会社をいう。 

        ②上記①の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。  

（イ）新株予約権の数  

   当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する新株予約権付社債に係る新株予約権の数と 

      同一の数とする。  

（ロ）新株予約権の目的である株式の種類  

   承継会社等の普通株式とする。  

（ハ）新株予約権の目的である株式の数  

   承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の 

      条件等を勘案のうえ、新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記(ⅰ)又は(ⅱ)に従う。

      なお、転換価額は※２②と同様の調整に服する。  

   (ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に新株予約権 

          を行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継 

          会社等の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行 

          使したときに受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普 

          通株式以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社 

          等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領でき 

          るようにする。  

   (ⅱ)上記以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に新株予約権を行使 

          した場合に新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効 

          力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定 

          める。  

（ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額  

   承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の 

      価額は、承継された本社債の額面金額と同額とする。  

（ホ）新株予約権を行使することができる期間  

   当該組織再編等の効力発生日(場合によりその14日後以内の日)から、新株予約権の行使期間の満 

      了日までとする。  

（ヘ）その他の新株予約権の行使の条件  

   承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。 
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     (ト）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

   承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算

   規則第40条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の

   結果1円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。  

   増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。  

（チ）組織再編等が生じた場合  

   承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。  

（リ）その他  

   承継会社等の新株予約権の行使により生じる1株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな 

   い。承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。  

        ③当社は、上記①の定めに従い本社債及び信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承継さ 

    せる場合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付社債の要 

    項に従う。 

  

② 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおり 

    であります。 

 
※ ７   本新株予約権の行使により交付する株式の数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を※８記載の新株 

 予約権の行使時の払込金額で除した数とする。但し、行使により生じる1株未満の端数は切り捨て、現金に 

 よる調整は行わない。 

※ ８   ①各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価 

 額は、その額面金額と同額とする。  

2028年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債（平成20年５月29日発行）

 
事業年度末現在

(平成20年12月31日)
提出日の前月末現在
(平成21年2月28日)

新株予約権の数 35,000個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数    17,073,170株 ※７ 同左

新株予約権の行使時の払込金額       2,050円 ※８ 同左

新株予約権の行使期間
平成20年６月12日～

   平成40年５月12日 ※９
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  2,050円
 資本組入額 1,025円 ※１０

同左

新株予約権の行使の条件

平成26年5月29日までは、新株予
約権付社債権者は、ある四半期
の最後の取引日に終了する30連
続取引日のうちいずれかの20取
引日において、当社普通株式の
終値が、当該最後の取引日にお
いて適用のある転換価額の125％
を超えた場合に限って、翌四半
期の初日から末日までの期間に
おいて、新株予約権を行使する
ことができる。また、新株予約
権の一部行使はできないものと
する。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権は、転換社債型新株
予約権付社債に付されたもので
あり、本社債からの分離譲渡は
できない。 

同左

代用払込みに関する事項 該当事項なし ※１１ 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

※１２ 同左

新株予約権付社債の残高 35,000百万円 同左
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   ②新株予約権の行使時の払込金額（以下転換価額という。）は、2,050円とする。ただし、当社が当社普通株

 式の時価を下回る払込金額で当社普通株式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合に 

 は、下記の算式により調整される。なお、下記の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株 

 式(当社が保有するものを除く。)の総数をいう。  

 
  

   また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株 

     式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されるものを含む。)の発行が行われる場合その 

     他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。 

※ ９   ①当社の選択による繰上償還の場合は、償還日の東京における3営業日前の日まで、②本新株予約権付社債権

  者の選択による繰上償還がなされる場合は、償還通知書が支払・新株予約権行使請求受付代理人に預託され 

  た時まで、③本社債の買入消却がなされる場合は、本社債が消却される時まで、また④本社債の期限の利益 

  の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場合も、2028年５月12日より後に本新株予 

  約権を行使することはできない。  

  上記にかかわらず、当社による本新株予約権付社債の取得の場合、本新株予約権付社債の要項の定めに従  

  い、取得通知の翌日から取得日までの間又は取得日の14日前の日から取得日までの間は本新株予約権を行使 

  することはできない。  

  また、当社の本新株予約権付社債の要項に定める組織再編等を行うために必要であると当社が合理的に判断 

  した場合には、組織再編等の効力発生日の翌日から14日以内に終了する30日以内の当社が指定する期間中、 

  本新株予約権を行使することはできない。  

※１０  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定 

  るところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じ

  る場合はその端数を切り上げた額とする。 

※１１  各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額 

  は、その額面金額と同額とする。 

※１２ ①組織再編等が生じた場合には、当社は、承継会社等（以下に定義する。）をして、本新株予約権付社債 

    の要項に従って、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わ 

    る新たな新株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとする。但し、かかる承継及び交付につい 

    ては、（ⅰ）その時点で適用のある法律上実行可能であり、（ⅱ）そのための仕組みが既に構築されて 

    いるか又は構築可能であり、かつ、（ⅲ）当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体から見て不合 

    理な（当社がこれを判断する。）費用（租税を含む。）を負担せずに、それを実行することが可能であ 

    ることを前提条件とする。かかる場合、当社は、また、承継会社等が当該組織再編等の効力発生日にお 

    いて日本の上場会社であるよう最善の努力をするものとする。本①に記載の当社の努力義務は、当社が 

    受託会社に対して承継会社等が、当該組織再編等の効力発生日において、理由の如何を問わず、日本の 

    上場会社であることを当社は予想していない旨の証明書を交付する場合には、適用されない。  

    「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債及び／又は本新株予約 

    権に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。  

        ②上記①の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。  

（イ）新株予約権の数  

   当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する新株予約権付社債に係る新株予約権の数 

      と同一の数とする。  

（ロ）新株予約権の目的である株式の種類  

   承継会社等の普通株式とする。  

（ハ）新株予約権の目的である株式の数  

   承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の 

      条件等を勘案のうえ、新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記(ⅰ)又は(ⅱ)に従  

   う。なお、転換価額は※８②と同様の調整に服する。  

   (ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に新株予約権 

     を行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継 

     会社等の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行 

     使したときに受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普 

     通株式以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社 

     等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領でき 

     るようにする。     

 
既発行株式数 ＋

発行又は処分株式数×１株当たりの払込金額

 調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価

既発行株式数＋発行又は処分株式数
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       (ⅱ）上記以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に新株予約権を行使  

     した場合に新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効  

     力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を  

     定める。  

     （ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額  

   承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の  

   価額は、承継された本社債の額面金額と同額とする。  

     (ホ）新株予約権を行使することができる期間  

   当該組織再編等の効力発生日(場合によりその14日後以内の日)から、新株予約権の行使期間の満  

   了日までとする。  

（ヘ）その他の新株予約権の行使の条件  

   承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。  

（ト）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金  

   承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計  

   算規則第40条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算 

   の結果1円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。  

   増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。  

（チ）組織再編等が生じた場合  

   承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。  

（リ）その他  

   承継会社等の新株予約権の行使により生じる1株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな  

   い。承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。  

    ③当社は、上記①の定めに従い本社債及び信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承継さ 

  せる場合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付社債の要 

  項に従う。 

  

③ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は次のとおりで

あります。 

  株主総会の特別決議（平成18年3月30日） 

 
※１３ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 但し、※１４の規定に従い行使価額が調整されたときは、次の算式により目的となる株式の数を調整する。 

 なお、調整前行使価額は、※１４に定める行使価額調整式(以下「行使価額調整式」という。)による調整前 

 行使価額を意味し、調整後行使価額は同調整式による調整後行使価額を意味する。 

  調整後株式数＝調整前株式数×調整前行使価額／調整後行使価額 

 
事業年度末現在

(平成20年12月31日)
提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

新株予約権の数 6,200個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数 620,000株 ※１３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 1,688円 ※１４ 同左

新株予約権の行使期間 
平成20年３月30日から
平成28年３月29日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,688円
資本組入額 844円

同左

新株予約権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合に
は、取締役会の承認を要する 

同左

代用払込みに関する事項 ─ 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項 

─ 同左
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 なお、各対象者に付与された新株予約権の目的となる株式の数の調整は、当該調整を行う時点で対象者が新

 株予約権を行使していない目的となる株式の数においてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生じた

 場合には、これを切り捨てるものとする。 

※１４ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

 く。)、自己株式の処分をする場合、または時価を下回る価額をもって当社の株式を取得することができる新

 株予約権もしくはかかる新株予約権が付された証券を発行する場合は、次の算式により行使価額を調整し、 

 調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

 上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控

 除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新株発行株式数」を「処分する株式数」に、「１株当たり 

 の行使価額」を「１株当たりの処分金額」に、「分割・新株発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞ 

 れ読み替えるものとし、※１３において必要に応じて同様の読み替えを行うものとする。行使価額調整式 

 により算出された調整後行使価額と調整前行使価額の差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の調整は 

 これを行わない。但し、その後の行使価額調整式の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を算出する場

 合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を適用す 

 る。 

④ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は次のとおりで

あります。 

株主総会の特別決議(平成17年３月30日) 

 
※１５ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 但し、※１６の規定に従い行使価額が調整されたときは、次の算式により目的となる株式の数を調整する。

 なお、調整前行使価額は、※１６に定める行使価額調整式(以下「行使価額調整式」という。)による調整前

 行使価額を意味し、調整後行使価額は同調整式による調整後行使価額を意味する。 

  調整後株式数＝調整前株式数×調整前行使価額／調整後行使価額 

 なお、各対象者に付与された新株予約権の目的となる株式の数の調整は、当該調整を行う時点で対象者が新

 株予約権を行使していない目的となる株式の数においてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生じた

 場合には、これを切り捨てるものとする。 

※１６ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

 く。)、自己株式の処分をする場合、または時価を下回る価額をもって当社の株式を取得することができる新

 株予約権もしくはかかる新株予約権が付された証券を発行する場合は、次の算式により行使価額を調整し、 

 調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの行使価額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数

 
事業年度末現在

(平成20年12月31日)
提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

新株予約権の数 5,980個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数 598,000株 ※１５ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 1,374円 ※１６ 同左

新株予約権の行使期間 
平成19年３月30日から
平成27年３月29日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,374円
資本組入額 687円

同左

新株予約権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合に
は、取締役会の承認を要する 

同左

代用払込みに関する事項 ─ 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項 

─ 同左
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 上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控 

 除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新株発行株式数」を「処分する株式数」に、「１株当たり 

 の行使価額」を「１株当たりの処分金額」に、「分割・新株発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞ 

 れ読み替えるものとし、※１５において必要に応じて同様の読み替えを行うものとする。行使価額調整式に 

 より算出された調整後行使価額と調整前行使価額の差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の調整はこ 

 れを行わない。但し、その後の行使価額調整式の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を算出する場合

 には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を適用 

 する。 

  

⑤ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は次のとおりで

あります。 

株主総会の特別決議(平成16年３月30日) 

 
※１７ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、 

 かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について

 行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

      調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

※１８ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合は含まな  

 い。)するときは、次の計算式により1株当たりの払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切 

 り上げる。 

  
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの行使価額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数

 
事業年度末現在

(平成20年12月31日)
提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

新株予約権の数 5,364個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数 536,400株 ※１７ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 1,205円 ※１８ 同左

新株予約権の行使期間 
平成18年３月30日から
平成26年３月29日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,205円
資本組入額 603円

同左

新株予約権の行使の条件 

退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 
特別な理由により解任の場合は
権利消滅 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入の禁止 同左

代用払込みに関する事項 ─ 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項 

─ 同左

  
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数
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⑥ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は次のとおりで

あります。 

株主総会の特別決議(平成15年３月28日) 

 
※１９ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、 

 かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について

 行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

      調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

※２０ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合は含まな  

 い。)するときは、次の計算式により1株当たりの払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切 

 り上げる。 

 
事業年度末現在

(平成20年12月31日)
提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

新株予約権の数 166個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数 166,000株 ※１９ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 830円 ※２０ 同左

新株予約権の行使期間 
平成17年３月28日から
平成25年３月27日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 830円
資本組入額 830円

同左

新株予約権の行使の条件 

退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 
特別な理由により解任の場合は
権利消滅 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入の禁止 同左

代用払込みに関する事項 ─ 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項 

─ 同左

  
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数
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⑦ 旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプションの新株引受権の内容は次のとおりでありま

す。 

株主総会の特別決議(平成14年３月28日) 

 
(注) 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換、新株引受証券による権利行使の場合は含まな

い。)するときは、次の計算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

 
事業年度末現在

(平成20年12月31日)
提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

新株引受権の数 － 同左

新株引受権の目的となる株式の種類 
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株引受権の目的となる株式の数 410,300株 403,300株

新株引受権の行使時の払込金額 1,090円 同左

新株引受権の行使期間 
平成17年１月１日から
平成24年３月27日まで

同左

新株引受権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,090円
資本組入額1,090円

同左

新株引受権の行使の条件 

退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 
特別な理由により解任の場合は
権利消滅 

同左

新株引受権の譲渡に関する事項 譲渡、質入の禁止 同左

代用払込みに関する事項 ─ 同左

組織再編成行為に伴う新株引受権の交付に関する
事項 

─ 同左

  
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 平成17年８月19日付自己株式の消却による減少 

２ 平成18年12月１日付自己株式の消却による減少 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成20年12月31日現在 

 
(注) １ 自己株式18,762,163株は「個人その他」に187,621単元および「単元未満株式の状況」に63株含めて記載し

ております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が28単元含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成16年１月１日～ 
 平成16年12月31日 - 513,585 - 182,531 - 130,292 

平成17年１月１日～ 
 平成17年12月31日 

(注)１ 
△ 20,000 493,585 - 182,531 - 130,292 

平成18年１月１日～ 
 平成18年12月31日 

(注)２ 
△ 10,000 483,585 - 182,531 - 130,292 

平成19年１月１日～ 
 平成19年12月31日 
  

- 483,585 - 182,531 - 130,292 

平成20年１月１日～ 
 平成20年12月31日 
 

- 483,585 - 182,531 - 130,292 

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人 
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人) 1 151 50 2,854 505 28 111,861 115,450 ―

所有株式数 
(単元) 10 1,924,025 66,907 796,293 1,235,781 79 804,223 4,827,318 854,062 

所有株式数 
の割合(％) 0.00 39.86 1.39 16.49 25.60 0.00 16.66 100.00 ―
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(6) 【大株主の状況】 

平成20年12月31日現在 

 
(注) １ 当社は自己株式を18,762千株（発行済み株式総数に対する所有株式の割合3.88％）保有しておりますが、上

記大株主からは除外しております。 

２ 上記所有株式数のほか、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,360千株 

  住友信託銀行株式会社            485千株 

３ 野村證券株式会社から、大量保有報告書の提出があり（報告義務発生日 平成20年7月15日）、次のとおり

株式を所有している旨報告を受けておりますが、当期末現在における当該法人名義の所有株式数の確認がで

きませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

 
４ バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社から、大量保有報告書の提出があり（報告義務発生日

平成20年12月22日）、次のとおり株式を所有している旨報告を受けておりますが、当期末現在における当該

法人名義の所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２－１１－３ 24,727 5.11 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－１１ 24,345 5.03 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口4G） 

東京都中央区晴海１－８－１１ 22,113 4.57 

旭化成株式会社 東京都千代田区神田神保町１－１０５ 18,785 3.88 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１－１３－１ 17,920 3.71 

富国生命保険相互会社 東京都千代田区内幸町２－２－２ 16,883 3.49 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 9,028 1.87 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４－５－３３ 8,126 1.68 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７－１８－２４ 7,090 1.47 

株式会社みずほコーポレート銀
行 

東京都千代田区丸の内１－３－３ 5,644 1.17 

計 ― 154,663 31.98 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１－９－１ 645 0.13 

野村ホールディングズ株式会社 東京都中央区日本橋１－９－１ 2,438 0.50 

NOMURA INTERNATIONAL PLC 
Nomura  House  1,St.Martin'  s-le  Grand 
London EC1A 4NP,England 6,451 1.32 

野村アセットマネジメント株式
会社 

東京都中央区日本橋１－１２－１ 9,632 1.99 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ株式会社 

東京都渋谷区広尾１－１－３９ 8,818 1.82 

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ、エヌ・エイ 

米国 カリフォルニア州 サンフランシスコ
市ハワード・ストリート４００ 8,242 1.70 

バークレイズ・グローバル・フ
ァンド・アドバイザーズ 

米国 カリフォルニア州 サンフランシスコ
市ハワード・ストリート４００ 3,052 0.63 

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ・リミテッド 

英国 ロンドン市 ロイヤル・ミント・コー
ト１ 3,263 0.67 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成20年12月31日現在 

 
(注) １ 事業年度末現在の単元未満株式には、当社保有の自己株式63株及び相互保有株式(今泉酒類販売株式会社) 

2株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式（その他）の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,800株（議決権の数28個）含まれ

ております。 

３ 「完全議決権株式（自己株式等）」「完全議決権株式（その他）」「単元未満株式」は、全て普通株式であ

ります。 

  

② 【自己株式等】 

平成20年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
   18,762,100 

―
株主としての権利内容に制限のない
標準となる株式 

(相互保有株式)
     9,400  

― 同上

完全議決権株式(その他)  463,960,300       4,639,603 同上

単元未満株式         854,062 ― ―

発行済株式総数     483,585,862 ― ―

総株主の議決権 ―       4,639,603 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
アサヒビール株式会社 

東京都墨田区吾妻橋
一丁目23番1号 18,762,100 - 18,762,100 3.88 

(相互保有株式) 
今泉酒類販売株式会社 

福岡県粕屋郡粕屋町
大字仲原1771番地の１ 9,400 - 9,400 0.00 

計 ― 18,771,500 - 18,771,500 3.88 
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(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、自己株式取得方式、新株引受権方式及び新株予約権方式によるストックオプション制度を採

用しております。 

自己株式取得方式は、改正前商法第210条ノ２第２項の規定に基づき、当社が自己株式を買い付ける

方法により、定時株主総会終結時に在任する取締役及び執行役員に対して付与することを、平成12年３

月30日の第76回定時株主総会及び平成13年３月29日の第77回定時株主総会において決議されたもので

す。 

新株引受権方式は、改正前商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、新株引受権を定時株主総会終結

時に在任する取締役及び執行役員に対して付与することを、平成14年３月28日の第78回定時株主総会に

おいて決議されたものです。 

新株予約権方式は、平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を定時株主総会終

結時に在任する取締役、監査役及び執行役員に対して付与することを、平成15年３月28日の第79回定時

株主総会、平成16年３月30日の第80回定時株主総会、平成17年３月30日の第81回定時株主総会及び平成

18年３月30日の第82回定時株主総会において決議されたものです。 

当該制度の内容は、次のとおりです。 

  

<平成12年３月30日決議分> 
  

 
(注) 平成21年２月28日現在においては、権利行使により、付与対象者のうち権利未行使者の人数は25名減少し、 

13名であり、権利未行使の株式の数は69,000株減少し、30,000株であります。 

  

決議年月日 平成12年３月30日

付与対象者の区分及び人数 
代表取締役 ４名
役付取締役及び役付執行役員 15名 
取締役及び執行役員 19名 

株式の種類 
普通株式
単元株式数は100株であります。 

株式の数 ９万９千株

譲渡価額 1,115円

権利行使期間 平成17年１月１日から平成22年３月29日まで

権利行使についての条件 

退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 
特別な理由により解任の場合は、権利消滅 
譲渡、質入の禁止 

代用払込みに関する事項 ─────

組織再編成行為に伴う権利の交付に関
する事項 

─────
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<平成13年３月29日決議分> 
  

 
(注) 平成21年２月28日現在においては、権利行使により、付与対象者のうち権利未行使者の人数は８名減少し、 

26名であり、権利未行使の株式の数は104,500株減少し、239,500株であります。 

  

<平成14年３月28日決議分> 
  

 
(注) 平成21年２月28日現在においては、権利行使により、付与対象者のうち権利未行使者の人数は8名減少し、 

35名であり、権利未行使の株式の数は206,700株減少し、403,300株であります。 

  

※１ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換、新株引受権証券による権利行使の場合を含ま

ない。)するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成13年３月29日

付与対象者の区分及び人数 
代表取締役 ４名
役付取締役及び役付執行役員 10名 
取締役 ４名及び執行役員のうち 16名 

株式の種類 
普通株式
単元株式数は100株であります。 

株式の数 34万４千株

譲渡価額 1,185円

権利行使期間 平成17年１月１日から平成23年３月28日まで

権利行使についての条件 

退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 
特別な理由により解任の場合は、権利消滅 
譲渡、質入の禁止 

代用払込みに関する事項 ─────

組織再編成行為に伴う権利の交付に関
する事項 

─────

決議年月日 平成14年３月28日

付与対象者の区分及び人数 

代表取締役 ２名
代表取締役 ２名及び役付執行役員 １名 
役付取締役 １名及び役付執行役員 ４名 
役付取締役 ２名及び役付執行役員 ７名 
取締役 ４名及び執行役員のうち 20名 

新株引受権の目的となる株式の種類 
普通株式
単元株式数は100株であります。 

株式の数 61万株

新株引受権の行使時の払込金額 1,090円 ※１

新株引受権の行使期間 平成17年１月１日から平成24年３月27日まで

新株引受権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 
特別な理由により解任の場合は、権利消滅 

新株引受権の譲渡に関する事項 譲渡、質入の禁止

代用払込みに関する事項 ─────

組織再編成行為に伴う新株引受権の交
付に関する事項 

─────

    
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数
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<平成15年３月28日決議分> 
  

 
(注) 平成21年２月28日現在においては、権利行使により、付与対象者のうち権利未行使者の人数は29名減少し、  

20名であり、権利未行使の株式の数は479,000株減少し、166,000株であります。 

  

※２ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。但し、かか

る調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行わ

れ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

※３ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。)する

ときは、次の算式により１株当たりの払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
<平成16年３月30日決議分> 

  

 
(注) 平成21年２月28日現在においては、権利行使により、付与対象者のうち権利未行使者の人数は4名減少し、  

40名であり、権利未行使の株式の数は48,600株減少し、536,400株であります。 

※４ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。但し、かか

る調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行わ

れ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

※５ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。)する

ときは、次の算式により１株当たりの払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 

決議年月日 平成15年３月28日

付与対象者の区分及び人数 取締役、監査役及び執行役員 49名

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式
単元株式数は100株であります。 

株式の数 64万５千株 ※２

新株予約権の行使時の払込金額 830円 ※３

新株予約権の行使期間 平成17年３月28日から平成25年３月27日まで

新株予約権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 
特別な理由により解任の場合は、権利消滅 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入の禁止

代用払込みに関する事項 ─────

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項 

─────

    
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数 取締役、監査役及び執行役員 44名

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式
単元株式数は100株であります。 

株式の数 58万５千株 ※４

新株予約権の行使時の払込金額 1,205円 ※５

新株予約権の行使期間 平成18年３月30日から平成26年３月29日まで

新株予約権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 
特別な理由により解任の場合は、権利消滅 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入の禁止

代用払込みに関する事項 ─────

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項 

─────

    
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数
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<平成17年３月30日決議分> 
  

 
(注) 平成21年２月28日現在においては、権利行使により、権利未行使の株式の数は2,000株減少し、598,000株であ

ります。 

※６ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

 
但し、※７の規定に従い行使価額が調整されたときは、次の算式により目的となる株式の数を調整する。な

お、調整前行使価額は、※７に定める行使価額調整式（以下「行使価額調整式」という。）による調整前行使

価額を意味し、調整後行使価額は同調整式による調整後行使価額を意味する。 

 
なお、各対象者に付与された新株予約権の目的となる株式の数の調整は、当該調整を行う時点で対象者が新株

予約権を行使していない目的となる株式の数においてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生じた場合

には、これを切り捨てるものとする。 

※７ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

く。)、自己株式の処分をする場合、または時価を下回る価額をもって当社の株式を取得することができる新株

予約権もしくはかかる新株予約権が付された証券を発行する場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新株発行株式数」を「処分する株式数」に、「１株当たりの行

使価額」を「１株当たりの処分金額」に、「分割・新株発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み

替えるものとし、以下※６において必要に応じて同様の読み替えを行うものとする。行使価額調整式により算

出された調整後行使価額と調整前行使価額の差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の調整はこれを行わ

ない。但し、その後の行使価額調整式の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を算出する場合には、行使

価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を適用する。 

  

決議年月日 平成17年３月30日

付与対象者の区分及び人数 取締役、監査役及び執行役員 45名

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式
単元株式数は100株であります。 

株式の数 60万株 ※６

新株予約権の行使時の払込金額 1,374円 ※７

新株予約権の行使期間 平成19年３月30日から平成27年３月29日まで

新株予約権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要する 

代用払込みに関する事項 ─────

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項 

─────

調整後株式数＝調整前株式数× 分割・併合の比率

調整後株式数＝調整前株式数× 調整前行使価額／調整後行使価額

    
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの行使価額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数
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<平成18年３月30日決議分> 
  

 
※８ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

 
但し、※９の規定に従い行使価額が調整されたときは、次の算式により目的となる株式の数を調整する。な

お、調整前行使価額は、※９に定める行使価額調整式（以下「行使価額調整式」という。）による調整前行使

価額を意味し、調整後行使価額は同調整式による調整後行使価額を意味する。 

 
なお、各対象者に付与された新株予約権の目的となる株式の数の調整は、当該調整を行う時点で対象者が新株

予約権を行使していない目的となる株式の数においてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生じた場合

には、これを切り捨てるものとする。 

※９ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

く。)、自己株式の処分をする場合、または時価を下回る価額をもって当社の株式を取得することができる新株

予約権もしくはかかる新株予約権が付された証券を発行する場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新株発行株式数」を「処分する株式数」に、「１株当たりの行

使価額」を「１株当たりの処分金額」に、「分割・新株発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み

替えるものとし、以下※８において必要に応じて同様の読み替えを行うものとする。行使価額調整式により算

出された調整後行使価額と調整前行使価額の差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の調整はこれを行わ

ない。但し、その後の行使価額調整式の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を算出する場合には、行使

価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を適用する。 

  

決議年月日 平成18年３月30日

付与対象者の区分及び人数 取締役、監査役及び執行役員 48名

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式
単元株式数は100株であります。 

株式の数 62万株 ※８

新株予約権の行使時の払込金額 1,688円 ※９

新株予約権の行使期間 平成20年３月30日から平成28年３月29日まで

新株予約権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要する 

代用払込みに関する事項 ─────

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項 

─────

調整後株式数＝調整前株式数× 分割・併合の比率

調整後株式数＝調整前株式数× 調整前行使価額／調整後行使価額

    
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの行使価額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数
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(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

会社法第165条第２項による取得 

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

会社法第155条第７号による取得 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成21年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注)１ 当期間における「その他」には、平成21年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買増請

求等による株式数は含めておりません。 

２ 当期間における「保有自己株式数」には、平成21年３月１日から有価証券報告日までの単元未満株式の買取

請求及び単元未満株式の買増請求等による株式数は含めておりません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第165条第２項及び第155条第７号による取得  

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成20年５月13日決議)での決議状況
(取得期間平成20年５月14日～平成20年８月29日) 10,000,000 20,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 7,759,900 14,999,886 

残存決議株式の総数及び価額の総額 2,240,100 5,000,113 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 22.4 25.0 

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 22.4 25.0 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 186,391 348,781 

当期間における取得自己株式 6,667 9,076 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式 

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

－ － － －

その他 308,201 443,755 15,759 24,844 

保有自己株式数 18,762,163 － 18,753,071 －
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当社は、株主への利益還元を重要な政策として位置づけ、収益性の向上や財務体質の強化を図りなが

ら、業績動向などを総合的に勘案した利益還元に努めてまいります。具体的には、継続的かつ安定的な配

当を基本としつつ、連結配当性向20％以上を目指すとともに、自己株式の取得も適宜実施し、総合的な株

主還元の充実化を図っていきます。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これら 

 の剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であり 

 ます。 

第85期の期末配当金につきましては、1株当たり10円50銭とし、中間配当9円50銭と合わせて年間20円の

普通配当を実施いたしました。 

また、内部留保資金につきましては、財務体質の強化を図りつつ、強固な事業構造の構築を目指した戦

略的投資など、当社グループの競争力の向上に活用してまいります。 

当社は、取締役会の決議によって、毎年６月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定

款に定めております。 

なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。 

 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第一部の市場相場です。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第一部の市場相場です。 

  

３ 【配当政策】

 決議年月日 
配当金の総額

(円) 
1株当たり配当額

(円) 

 
平成20年3月26日 
定時株主総会決議 4,488,386,996 9.50 

 
平成20年8月1日 
取締役会決議 4,416,193,199 9.50 

  

４ 【株価の推移】

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

最高(円) 1,282 1,537 1,943 2,050 2,175 

最低(円) 951 1,221 1,383 1,601 1,368 

月別 平成20年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 2,050 2,045 2,065 1,901 1,746 1,646 

最低(円) 1,788 1,849 1,765 1,368 1,551 1,498 
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 
会長

 池 田 弘 一 昭和15年４月21日生

昭和38年４月 当社入社 

(注)３ 36,200 

平成２年９月 埼玉支社長 

  ４年３月 理事 埼玉支社長 

  ５年９月 理事 広島支店長 

  ７年９月 理事 九州地区本部長兼中国地区

本部長兼四国地区本部長 

  ８年３月 取締役 九州地区本部長兼中国地

区本部長兼四国地区本部長 

  ８年９月 取締役 九州地区本部長兼中国地

区本部長 

  ９年３月 常務取締役 営業本部副本部長兼 

九州地区本部長兼中国地区本部長 

  ９年９月 常務取締役 営業本部副本部長兼 

首都圏・関信越地区本部長 

  10年９月 常務取締役 営業本部副本部長兼

首都圏本部長 

  11年３月 専務取締役 営業本部副本部長兼

首都圏本部長 

  12年３月 専務執行役員 営業本部副本部長

兼首都圏本部長 

  12年10月 専務執行役員 酒類事業本部長 

  13年３月 専務取締役 

  14年１月 代表取締役社長 

  18年３月 代表取締役会長(現在に至る) 

代表取締役 
社長

 荻 田  伍 昭和17年１月１日生

昭和40年４月 当社入社 

(注)３ 36,000 

平成元年９月 長野支店長兼業務部長 

  ５年９月 茨城支店長 

  ６年９月 茨城支店長兼業務部長 

  ７年３月 理事 茨城支店長兼業務部長 

  ７年９月 理事 福岡支社長 

  ９年３月 取締役 福岡支社長 

  ９年９月 取締役 九州地区本部長 

  12年３月 常務執行役員 九州地区本部長 

  12年10月 常務執行役員 関信越地区本部長 

  14年３月 専務執行役員 関信越地区本部長 

  14年９月 アサヒ飲料株式会社 執行役員副

社長 

  15年３月 同社 代表取締役社長 

  18年３月 当社 代表取締役社長(現在に至

る) 

専務取締役 
兼 

専務執行役員
 髙 橋 正 哲 昭和21年10月24日生

昭和44年４月 当社入社 

(注)３ 26,500 

  ４年９月 東京支社副支社長兼中央第一支店

長 

  ６年９月 東京支社副支社長 

  ７年９月 大阪支社副支社長 

  ９年３月 理事 大阪支社副支社長 

  10年３月 理事 名古屋支社長 

  11年９月 理事 中部地区本部副本部長兼名

古屋支社長 

  12年３月 執行役員 中部地区本部長 

  13年９月 執行役員 酒類事業本部長 

  14年３月 常務執行役員 酒類事業本部長 

  15年９月 常務執行役員 近畿圏本部長 

  17年３月 専務執行役員 近畿圏本部長 

  18年３月 専務取締役兼専務執行役員(現在に

至る) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

専務取締役 
兼 

専務執行役員

 

大 澤 正 彦 昭和21年１月28日生

昭和43年４月 当社入社 

(注)３ 31,652 

平成10年３月 理事 佐賀支店長 

  10年９月 理事 広島支社長 

  11年９月 理事 中国地区本部副本部長兼広

島支社長 

  12年３月 執行役員 物流システム本部長 

  13年９月 朝日啤酒（上海）産品服務有限公

司総経理 

  14年９月 当社常務執行役員 中国代表部代

表 

  17年１月 常務執行役員 中国事業本部長兼

中国代表部代表 

  17年10月 常務執行役員 中国本部長兼中国

代表部代表 

  19年３月 常務取締役兼常務執行役員 

 
  19年９月 常務取締役兼常務執行役員 国際

本部長 

 
  21年３月 専務取締役兼専務執行役員 国際

本部長(現在に至る) 

専務取締役 
兼 

専務執行役員
 泉 谷 直 木 昭和23年８月９日生

昭和47年４月 当社入社 

(注)３ 19,400 

平成７年９月 広報部長 

  ８年９月 経営企画部長 

  10年９月 経営戦略部長 

  11年３月 理事 経営戦略部長 

  12年３月 執行役員 グループ経営戦略本部

長兼経営戦略部長 

  12年10月 執行役員 戦略企画本部長 

  13年９月 執行役員 首都圏本部副本部長兼

東京支社長 

  15年３月 取締役 

  16年３月 常務取締役 

  18年３月 常務取締役兼常務執行役員  

酒類本部長 

  21年３月 専務取締役兼専務執行役員   

(現在に至る) 

専務取締役 
兼 

専務執行役員
 本 山 和 夫 昭和25年３月14日生

昭和47年４月 当社入社 

(注)３ 13,200 

平成10年９月 物流システム部長兼物流システム

本部企画室長 

  11年９月 物流システム本部長 

  12年１月 総合品質本部長兼物流システム本

部長 

  12年３月 執行役員 総合品質本部長 

  13年９月 執行役員 ＳＣＭ本部長 

  14年９月 執行役員 経営戦略・広報担当 

  15年９月 執行役員 戦略企画本部長 

  17年10月 執行役員 グループ本社担当  

  18年３月 取締役兼執行役員 

  19年３月 常務取締役兼常務執行役員 

  21年３月 専務取締役兼専務執行役員  

(現在に至る) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

専務取締役 
兼 

専務執行役員
 岩 上   伸 昭和24年５月18日生

昭和47年４月 当社入社 

(注)３ 17,400 

平成11年３月 理事 北京中策北京啤酒有限公司

副総経理 

  11年９月 理事 東京工場副工場長 

  12年３月 理事 名古屋工場長 

  13年９月 理事 生産部長 

  14年９月 理事 生産第一部長 

  15年９月 理事 生産事業本部副本部長兼生

産第一部長 

  16年３月 執行役員 生産事業本部長 

  17年10月 執行役員 生産本部長 

  19年３月 常務取締役兼常務執行役員 生産 

本部長 

  20年３月 常務取締役兼常務執行役員 

  21年３月 専務取締役兼専務執行役員(現在に 

至る) 

常務取締役 
兼 

常務執行役員
 小 路 明 善 昭和26年11月８日生

昭和50年４月 当社入社 

(注)３ 7,100 

平成12年３月 人事戦略部長 

  13年９月 執行役員 経営戦略・人事戦略・

事業計画推進担当 

  14年３月 執行役員 経営戦略・人事戦略・

事業計画推進・広報担当 

  14年９月 執行役員 飲料事業担当 

  15年３月 アサヒ飲料株式会社常務取締役 

企画本部長 

  18年３月 同社専務取締役 企画本部長 

  19年３月 当社常務取締役兼常務執行役員(現

在に至る) 

常務取締役 
兼 

常務執行役員
 唐 澤 範 行 昭和26年10月20日生

昭和49年４月 当社入社 

(注)３ 8,200 

平成12年10月 技術部長 

  14年３月 理事 技術部長 

  14年９月 理事 株式会社アサヒビールエン

ジニアリング代表取締役社長 

  17年10月 当社理事 生産本部副本部長兼生

産技術部長 

  18年３月 執行役員 生産本部副本部長兼生

産技術部長 

  18年４月 執行役員 生産本部副本部長兼生

産技術部長兼生産技術展開担当部

長 

  20年３月 取締役兼執行役員 生産本部長 

  21年３月 常務取締役兼常務執行役員 生産本

部長（現在に至る） 

取締役 
兼 

執行役員
 長 尾 俊 彦 昭和29年7月21日生

昭和53年４月 当社入社 

(注)３ 11,300 

平成16年３月 理事 神戸支社長 

  17年１月 理事 酒類事業本部 担当副本部

長兼営業第一部長 

  17年10月 理事 酒類本部 担当副本部長兼

営業部長 

  18年３月 執行役員 酒類本部 担当副本部長

兼営業部長 

  18年９月 執行役員 酒類本部 担当副本部長

兼営業統括部長 

  20年９月 執行役員 営業統括本部長 

  21年３月 取締役兼執行役員 酒類本部長兼営

業統括本部長（現在に至る） 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役  山 口 信 夫 大正13年12月23日生

昭和27年４月 旭化成工業株式会社(現旭化成株式

会社)入社 

(注)３ 34,000

  51年６月 同社取締役 

  53年11月 同社常務取締役 

  56年６月 同社代表取締役副社長 

  57年３月 当社取締役(現在に至る) 

平成４年４月 旭化成工業株式会社(現旭化成株式

会社)代表取締役会長(現在に至る) 

取締役  坂 東 眞理子 昭和21年８月17日生

昭和44年７月 総理府入府 

(注)３ －

  60年10月 内閣総理大臣官房参事官 

平成６年７月 総理府男女共同参画室長 

  ７年４月 埼玉県副知事 

  10年６月 在オーストラリア連邦ブリスベーン

総領事 

  13年１月 内閣府男女共同参画局長 

  15年10月 昭和女子大学理事（現在に至る） 

  16年４月 昭和女子大学女性文化研究所所長

（現在に至る） 

  16年４月 昭和女子大学大学院生活機構研究科

教授 

  17年４月 昭和女子大学副学長 

  19年４月 昭和女子大学学長（現在に至る） 

  20年３月 当社取締役(現在に至る) 

取締役  田 中 直 毅 昭和20年9月1日

昭和46年１月 財団法人国民経済研究協会    

主任研究員 

(注)３ －

平成９年４月 21世紀政策研究所 理事長 

  10年７月 金融庁「金融審議会」委員 

（現在に至る） 

  13年１月 財務省「財政制度等審議会」 

委員・会長代理（現在に至る） 

  18年４月 内閣官房 郵政民営化推進本部 

「郵政民営化委員会」委員長 

（現在に至る） 

  19年４月  国際公共政策研究センター  

 理事長（現在に至る）

  20年12月  内閣府「高度人材受入推進会議」 

 議長（現在に至る）

  21年３月  当社取締役(現在に至る)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常勤監査役  後 藤 義 弘 昭和19年10月20日生

昭和42年４月 当社入社 

(注)６ 35,300 

平成９年９月 理事 福岡支社長 

  11年３月 取締役 福岡支社長 

  11年９月 取締役 監査部長 

  12年３月 執行役員 監査部長 

  14年３月 常務執行役員 

  15年９月 常務執行役員 管理本部長 

  16年３月 専務取締役兼専務執行役員 管理

本部長 

  17年10月 専務取締役兼専務執行役員 

  19年３月 常勤監査役(現在に至る) 

常勤監査役  西 野 伊 史 昭和22年３月４日生

昭和44年４月 当社入社 

(注)５ 30,300 

平成８年９月 西宮工場長 

  10年３月 理事 西宮工場長 

  11年１月 理事 生産部長 

  11年３月 理事 生産部長兼生産本部企画室

長 

  12年３月 理事 生産部長 

  13年３月 理事 生産事業本部副本部長兼生

産部長 

  13年９月 執行役員 生産事業本部長 

  15年３月 常務執行役員 生産事業本部長 

  16年３月 常務取締役 

  18年３月 常務取締役兼常務執行役員 

  19年３月 専務取締役兼専務執行役員 

  20年３月 常勤監査役（現在に至る） 

監査役  櫻 井 孝 頴 昭和７年10月30日生

昭和30年４月 第一生命保険相互会社入社 

（注)６ ―

  58年４月 同社 常務取締役 

  61年４月 同社 代表取締役副社長 

  62年４月 同社 代表取締役社長 

平成６年３月 当社 監査役(現在に至る) 

  ９年４月 第一生命保険相互会社代表取締役

会長 

  16年７月 同社相談役(現在に至る) 
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(注) １ 取締役山口信夫、坂東眞理子、田中直毅の３氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役櫻井孝頴、中村直人、石崎忠司の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 平成21年３月26日選任後、１年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会終結の時まで。 

４ 平成21年３月26日選任後、４年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会終結の時まで。 

５ 平成20年３月26日選任後、４年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会終結の時まで。 

６ 平成19年３月27日選任後、４年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会終結の時まで。 

７ 当社は、経営と執行を分離して取締役会の強化を図るとともに、業務執行における意思決定のスピードアッ

プを図るため執行役員制度を導入しております。 

執行役員は次の25名であります(取締役兼務者を除く)。 

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役  中 村 直 人 昭和35年１月25日生

昭和60年４月 司法研修所卒業 

第二東京弁護士会登録、森綜合法

律事務所所属 

(注)６ ―

平成10年４月 日比谷パーク法律事務所開設、パ

ートナー 

  15年２月 中村直人法律事務所開設(現中村・

角田・松本法律事務所、現在に至

る) 

  15年３月 当社 監査役(現在に至る) 

監査役  石 崎 忠 司 昭和16年６月２日生

昭和45年４月 中央大学商学部助手 

（注)４ ―

  47年４月 同 専任講師 

  48年４月 同 助教授 

  57年４月 同 教授(現在に至る) 

  61年４月 同大学 大学院商学研究科担当(現

在に至る) 

平成12年４月 中央大学企業研究所長 

  17年３月 当社 監査役(現在に至る) 

計 ― ― ― ― ― ― 306,552 

常務執行役員 二 宮 裕 次 執行役員 津 村 昭 二  
常務執行役員 松 延   章 執行役員 丸 山 高 見  
常務執行役員 高 橋 成 公 執行役員 古 田 土 俊 男  
常務執行役員 山 崎 史 雄 執行役員 髙 橋 勝 俊  
常務執行役員 谷 口 憲 二 執行役員 平 野 伸 一  
常務執行役員 川 面 克 行 執行役員 石 川 誠 一  
常務執行役員 谷 野 政 文 執行役員 青 木 賢 吉  
常務執行役員 金 谷 高 義 執行役員 渋 谷 博 久  
執行役員 杉 浦   誠 執行役員 野 原   優  
執行役員 北 川 佳 久 執行役員 片 桐   寛  
執行役員 内 藤 規 夫 執行役員 柴 田 和 憲  
執行役員 森   俊 夫 執行役員 池 田 史 郎  
執行役員 竹 本 秀 明   
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(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は商品をご愛顧頂いている消費者の皆様はもちろん、株主や投資家の皆様、お取引先、従業員、

地域社会等あらゆるステークホルダーを、当社を応援して下さる「お客様」と位置付けています。  

そして「お客様」にご満足頂ける企業活動を実践し、同時に激変する経営環境にスピーディに対応する

ために、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の優先課題と位置付け、グループ経営の強化、社会と

の信頼関係の強化、企業の社会性・透明性の向上に挑戦しております。  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の機関の内容 

当社は、監査役制度を採用しております。 

取締役は13名、うち3名が社外取締役、監査役は5名、うち3名が社外監査役であり、取締役会の下

部組織として「指名委員会」と「報酬委員会」を設置しております。「指名委員会」は取締役、執行

役員及び監査役の候補者の推薦を取締役会に対して行うものであり、委員の構成は社外取締役2名、

社内取締役2名であります。「報酬委員会」は取締役、執行役員の報酬制度、報酬案の付議を取締役

会に対して行うものであり、委員の構成は社外取締役2名、社内取締役2名であります。 

当社は、執行の監督と業務執行機能を分離し、取締役会における意思決定と監督機能を強化するこ

とと、業務の迅速な執行を図ることを目的として、執行役員制度を導入しております。取締役は当社

の業務執行の監督と意思決定に加え、グループ経営戦略の策定、グループ経営の重要な意思決定を通

じたグループの強化・成長を図ることを主なミッションとし、このようなグループ経営のスタッフと

して、本社にグループ本社機能を設置しております。また、執行役員には業務執行の権限を委譲し、

業務執行に専念することにより、業務執行のスピードアップを図っております。 

② 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

当社は取締役会において以下の通り「内部統制システムの整備に関する基本方針」を決議しており

ます。 

 当社は、経営理念「アサヒビールグループは、最高の品質と心のこもった行動を通じて、お客様の

満足を追求し、世界の人々の健康で豊かな社会の実現に貢献します」を実現するため、  

1)会社法及び会社法施行規則に基づき、当社及び当社の子会社（以下「グループ会社」という。）か

ら成るアサヒビールグループの業務の適正を確保するための体制（以下「内部統制」という。）の整

備に関する基本方針を以下のとおり定める。  

2)代表取締役は本決議に基づく内部統制の整備に関する最高責任を負い、各担当役員をして所管部門

を通じた本基本方針に基づく必要な個別規程・マニュアルの整備、運用を徹底せしめるものとする。 

3)本基本方針及び規程・マニュアル等を状況変化に応じて適宜見直すことにより、内部統制の実効性

の維持向上を図る。  

 

・取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

1)企業行動指針に定める「公正で透明性のある企業倫理」に基づき、「アサヒビールグループ企業倫

理規程」を定め、取締役、監査役及び使用人はこれを遵守する。  

2)「アサヒビールグループ企業倫理委員会」を設置し、アサヒビールグループのコンプライアンスを

統括する。委員のうち1名は外部の弁護士とする。 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】
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3)アサヒビールグループのコンプライアンス・リスク管理は当社の担当執行役員が所轄し、当該事務

は当社の総務・法務部門が担当する。  

4)当社全事業場及びグループ会社に、各現場におけるコンプライアンス推進担当者を配置する。各推

進担当者は、当社の法務部門及び各現場の総務部門と連携し、各現場における法務知識の普及とコン

プライアンス意識の高揚を図る。  

5)内部通報制度として、アサヒビールグループを対象に「クリーン・ライン制度」を設ける。  

6)購買先を対象に、公平・公正な取引や社会的責任に対する相互の取組みを定める「購買基本方針」

及び「購買クリーン・ライン制度」を設ける。これらの購買先への周知を図ることにより、購買先と

一体となった内部統制システムの構築を進める。  

7)上記諸機関・制度の運用の細目は、別途定める「アサヒビールグループ企業倫理基本規程」によ

る。 

 

・取締役の職務の遂行に係る情報の保存及び管理に関する体制  

1)取締役の職務の遂行に係る情報につき、文書管理規程その他関連する規程・マニュアルに従い、適

切に保存及び管理を行う。  

2)上記の情報の保存及び管理は、当該情報を取締役・監査役が常時閲覧できる状態で行う。  

3)上記の情報の保存及び管理の事務の所轄は、各々の規程に従う。  

 

・損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

1)リスクマネジメントに関する基本規程を制定し、これをアサヒビールグループのリスクマネジメン

トに関する最上位規範として位置付けるほか、リスクマネジメント運用マニュアルを策定し、浸透を

図る。  

2)リスク管理は当該分野の所管部が行うほか、「アサヒビールグループ・リスクマネジメント委員

会」を設置し、アサヒビールグループ全体の横断的な管理を行う。委員会は上記に定める規程・マニ

ュアルに従い、リスクの定期的な分析・評価のうえ、必要に応じてリスクマネジメントシステムの包

括的な見直しを行う。とくに品質リスクについては、食品メーカーとしての商品の安全・安心の確保

という社会的責任を認識し、最大限の留意を払う。  

3)大規模な事故、災害、不祥事等が発生したときは、代表取締役を議長とした緊急事態対策会議を設

置する。  

 

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  

1)取締役の職務の効率性を確保するため、取締役会において取締役の合理的な職務分掌及び適切な執

行役員の任命を行う。  

2)権限委譲と部門間の相互牽制機能を備えた権限基準を定める。  

3)経営戦略会議、経営会議の有効な活用を図る。  

4)業務効率の最大化にあたっては、客観的で合理性のある経営管理指標等を用い、統一的な進度管

理・評価を行う。  
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・当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制  

1)コンプライアンス、リスク管理体制その他内部統制に必要な制度は、アサヒビールグループ全体を

横断的に対象とするものとし、当社がグループ本社として、グループ会社の個別の状況に応じてその

管理運営にあたる。  

2)当社の内部監査部門は、グループ会社の監査を行う。  

3)グループ会社は当社の監査役に対し、リスク情報を含めた業務執行状況の報告を行う。  

4)グループ会社の事業活動に係る決裁権限は、「グループ会社権限基準」による。  

 

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項  

監査役会に監査役スタッフを配置し、監査役の業務を補助させるものとする。  

 

・前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項  

1)前号に定める監査役スタッフは、監査役より監査業務に必要な命令を受けた場合は、その命令に関

して取締役、使用人の指揮命令を受けない。  

2)前号に定める監査役スタッフの発令・異動・考課・懲戒にあたっては、事前に監査役の同意を得る

ものとする。  

 

・取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制  

1)取締役及び使用人は、内部統制に関する事項について監査役に対し定期的に、また重要事項が生じ

た場合は都度報告するものとし、監査役は必要に応じて取締役及び使用人（グループ会社を含む）に

対して報告を求めることができる。  

2)取締役は、監査役が取締役会のほか経営戦略会議、経営会議等の重要な会議に常時出席する機会を

確保するものとし、またその議題内容につき事前に提示を行う。  

3)監査役は、重要な議事録、決裁書類等を常時閲覧できるものとする。  

 

・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制  

取締役は、監査の実効性を確保するため、監査役が内部監査部門及び外部監査人と定期的に情報・意

見を交換する機会を確保する。  

  

③ 監査役監査及び内部監査、会計監査の状況 

当社は、取締役による業務執行状況の監督、監査役及び監査役会による監査を軸に経営監視体制を

構築しております。  

監査役監査体制につきましては、監査役5名中過半数の3名を社外監査役とすることで、透明性を高め

ております。同時に監査役会付スタッフを配置することで、監査役の監査業務が円滑に遂行できる体

制としております。なお監査役監査基準につきましては監査役監査方針として経営環境にあわせ毎年

重点項目等の見直しを実施しております。内部監査につきましては、内部監査部門として社長直轄の

監査部を設置し、12名の体制で、年間の監査計画に基づいてグループ全体の業務執行が適正かつ効率

的に行われているかを監査しております。監査役、内部監査部門及び会計監査人は、各々定期的また

は必要に応じて報告会の開催、監査報告書写しの送付などの情報交換を行い、連携を図っておりま

す。   
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会計監査人につきましては、当社はあずさ監査法人と監査契約を結び会計監査を受けております。

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は以下のとおりであります。 

 
なお、当社の監査業務にかかる補助者は、公認会計士12名、会計士補3名、その他11名でありま

す。 

④ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

社外取締役山口信夫氏が代表取締役会長に就任している旭化成㈱は、当社の大株主でありますが、

当社との間において営業上の重要な取引はありません。 

⑤ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの実施の状況 

取締役会は毎月1回定期開催するほか、必要に応じて臨時に開催しております。平成20年は定期取

締役会を12回、臨時取締役会を1回開催し、社外取締役の出席率は100％となっております。監査役会

は平成20年に7回開催し、社外監査役の出席率は85.7％となっています。 

報酬委員会は平成20年に5回開催し、委員の出席率は90.0％となっております。また、指名委員会

は平成20年に3回開催し、委員の出席率は91.7％となっております。 

  

業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数

指定社員 業務執行社員 三和 彦幸 ５年

指定社員 業務執行社員 原田 一 １年

指定社員 業務執行社員 長﨑 康行 ４年
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当社のコーポレート・ガバナンス体制は、次の通りであります。 

  
 

  

(3) 役員報酬等の内容 

当社が当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等は次の通りであります。 

① 報酬               取締役 489百万円(うち、社外取締役 28百万円) 

                   監査役  96百万円(うち、社外監査役 32百万円) 

（注）１ 当事業年度の末日において在任の取締役及び監査役に

対する報酬であります。 

（注）２  報酬には、当事業年度に係る役員賞与分を含めており

ます。 

② 退職慰労金            取締役  30百万円(うち、社外取締役 15百万円) 

                   監査役  15百万円 

(4) 監査報酬等の内容 

当社が会計監査人に支払うべき監査報酬等は次の通りであります。 

① 監査契約に基づく監査証明に係る報酬   97百万円 

② 上記以外の報酬             38百万円 
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(5) 取締役会にて決議できる株主総会決議事項 

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株

式を取得することができる旨を定款に定めております。これは、経済環境の変化に対応した機動的な

資本政策の遂行を目的とするものであります。  

 また、当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締

役会の決議によって毎年６月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めており

ます。  

  

(6) 社外取締役及び社外監査役との間で締結している会社法第427条第１項に規定する契約の概要  

①対象 

社外取締役及び社外監査役 

②責任限度 

20百万円と会社法第425条第１項に掲げる額とのいずれか高い金額とする。 

③契約の効力 

社外役員が、当社又は当社の子会社の業務執行取締役等に就任したときには、将来に向かってその

効力を失う。 

(7) 取締役の定数 

当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。 

(8) 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、またその決議は累積投票によらない旨

定款に定めております。  

(9) 株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める決議につ

いて、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決

権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。 
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平成20年３月26日

アサヒビール株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているアサヒビール株式会社の平成19年1月1日から平成19年12月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、アサヒビール株式会社及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  文  倉  辰  永  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  長  﨑  康  行  ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。 



 

  

平成21年３月26日

アサヒビール株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているアサヒビール株式会社の平成20年1月1日から平成20年12月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、アサヒビール株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  原  田  一     ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  長  﨑  康  行  ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。 

















































































(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

 
  

摘要

前連結会計年度
自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日

酒類 
(百万円)

飲料
(百万円)

食品・薬品
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 1,012,255 299,663 67,088 85,064 1,464,071 ─ 1,464,071 

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 30,825 3,320 1,877 55,378 91,401 (91,401) ─

計 1,043,081 302,983 68,966 140,442 1,555,473 (91,401) 1,464,071 

営業費用 963,796 298,390 67,622 138,718 1,468,526 (91,410) 1,377,116 

営業利益 79,284 4,593 1,343 1,724 86,946 9 86,955 

Ⅱ 資産、減価償却費、減 
  損損失及び資本的支出 

   

資産 809,484 218,929 80,470 84,988 1,193,872 130,518 1,324,391 

減価償却費 34,264 7,321 1,976 1,686 45,247 2 45,250 

減損損失 ─ ─ 1,387 ─ 1,387 ─ 1,387 

資本的支出 25,558 16,942 1,318 660 44,480 ─ 44,480 
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(注) １ 事業区分は、製品の種類、性質により区分しております。 

２ 各事業の主な製品 (1) 酒類    …… ビール、発泡酒、焼酎、ウイスキー他 

           (2) 飲料    …… 清涼飲料他 

           (3) 食品・薬品 …… 食品事業、薬品事業 

           (4) その他   …… 不動産事業、外食事業、卸事業、物流事業他 

３ 当連結会計年度、前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の

金額はありません。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は下記の通りであり、その主なものは、親会社及び

子会社のグループファイナンスに係る金融資産等であります。 

 
５ 会計方針の変更 

（前連結会計年度）  

会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度より在外子会社等の収益及び費用の換算方法を変更し、期

中平均相場により換算しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、外部顧客に対する売

上高が酒類事業で54百万円減少、飲料事業で1,745百万円、その他事業で22百万円それぞれ増加し、営業利

益が酒類事業で26百万円増加、飲料事業で110百万円、その他事業で0百万円それぞれ減少しております。 

   ６ 追加情報 

 （当連結会計年度）  

会計処理基準に関する事項（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法に記載のとおり、当連結会計年度よ

り、平成19年3月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から5年間で

均等償却する方法によっております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利益が酒類事業

で1,901百万円、飲料事業で28百万円、食品・薬品事業で48百万円、その他事業で0百万円それぞれ減少して

おります。  

摘要

当連結会計年度
自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日

酒類 
(百万円)

飲料
(百万円)

食品・薬品
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 995,703 316,737 79,202 71,104 1,462,747 ― 1,462,747 

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 21,483 3,411 1,460 53,725 80,081 (80,081) ―

計 1,017,187 320,148 80,662 124,829 1,542,828 (80,081) 1,462,747 

営業費用 926,424 319,533 78,718 123,823 1,448,500 (80,273) 1,368,227 

営業利益 90,762 615 1,944 1,006 94,328 191 94,520 

Ⅱ 資産、減価償却費、減 
  損損失及び資本的支出 

   

資産 780,078 227,887 91,350 76,406 1,175,722 123,336 1,299,058 

減価償却費 35,586 7,569 2,301 1,894 47,350 2 47,353 

減損損失 ― 2,176 ― 20 2,196 ― 2,196 

資本的支出 16,841 16,379 2,126 786 36,134 ― 36,134 

前連結会計年度 145,175百万円

当連結会計年度 138,625百万円
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の 

 割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の 

 割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日) 

該当事項はありません。 
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(企業結合等関係) 

  前連結会計年度（自 平成19年1月1日 至 平成19年12月31日） 

  (共通支配下の取引等) 

 株式交換による和光堂㈱の完全子会社化 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名

称並びに取引の目的を含む取引の概要 

（1）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

 和光堂㈱  食品・薬品事業（育児用粉乳、ベビーフード、自動販売機用食品、家庭用食品、業務用

粉乳、医薬品、医薬部外品、化粧品、衛生用品、雑貨等の製造及び販売） 

（2）企業結合の法的形式 

  共通支配下の取引（株式交換による和光堂㈱の完全子会社化） 

（3）結合後企業の名称 

   和光堂㈱ 

（4）取引の目的を含む取引の概要 

 当社は平成18年４月25日から平成18年5月15日までの間、和光堂株式の公開買付け（以下「本公開買

付け」）を実施し、応募のあった5,403,631株全部を買付けました。この結果、当社の和光堂株式の持

株数の割合は90.97％（議決権割合では92.49％）にまで達したことから、和光堂㈱の事業年度末（平成

18年12月末日）において同社株式の分布状況が東京証券取引所の上場廃止基準に抵触しており、平成19

年4月末には上場が廃止される状態に至りました。 

 そこで、株式交換の手法により、本公開買付けに応募されなかった全ての和光堂株主に対し当社株式

を交付し、和光堂㈱を当社の完全子会社とすることが、和光堂株主の投下資金の回収の容易性の観点、

あるいは、引き続いて当社株式を所有いただき将来のシナジー効果発現による利益を享受していただく

観点、また、機動的・効率的なグループ企業経営の観点からも望ましいとの判断に至りました。 

   以上の理由から、株式交換を行ったものです。 

２．実施した会計処理の概要 

 共通支配下の取引等のうち少数株主との取引に該当します。完全子会社化により少数株主持分を全額減

額し、追加投資額との間に生じた差額については、のれんとして処理しております。 

３．子会社株式の追加取得に関する事項  

（1）取得原価及びその内容 

   当社普通株式             2,917百万円 

   取得に直接要した支出           83百万円 

   取得原価              3,000百万円 

（2）株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

  ① 株式の種類及び交換比率 

    普通株式  アサヒビール㈱ 1 ：和光堂㈱ 2.9 

  ② 交換比率の算定方法 

 当社はモルガン・スタンレー証券㈱に、和光堂㈱は大和証券エスエムビーシー㈱にそれぞれ第三者

算定機関として株式交換比率案の算定を依頼し、各社から提供を受けた市場株価法等による分析結果

や意見を慎重に検討し、また、本公開買付けの事実を考慮したうえで、交渉、協議を重ねた結果決定

いたしました。 
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  ③ 交付株式数及びその評価額 

    1,554,269株  2,917百万円（うち連結子会社に対するもの 192,354株  361百万円） 

（3）発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

  ① のれんの金額         863百万円 

  ② 発生原因 

 株式交換比率の算定に際し、当社及び和光堂㈱市場株価等を勘案した結果、和光堂㈱の追加取得分

の取得価額が当該追加取得に伴う少数株主持分の減少額を上回ったことによるものです。 

  ③ 償却の方法及び償却期間 

    20年間で均等償却 

（4）企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当連結会計期間以降の会計処理方針 

   該当事項はありません。 

（5）取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

   該当事項はありません。 
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  当連結会計年度(自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日) 

(共通支配下の取引等） 

 アサヒ飲料㈱自動販売機事業部門の分社型吸収分割及び自動販売機事業会社の吸収合併 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後 

 企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

（１）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容  

    分割会社  アサヒ飲料㈱    飲料事業（清涼飲料水の製造・販売）  

    継承会社  アサヒビバレッジサービス㈱  

          （平成20年4月1日にアサヒカルピスビバレッジ㈱に商号変更）  

           飲料事業（自動販売機による清涼飲料水の販売）  

    合併会社  アサヒカルピスビバレッジ㈱  

           飲料事業（自動販売機による清涼飲料水の販売）  

    被合併会社 アサヒカルピスビバレッジ㈱  

          （平成20年4月1日にアサヒビバレッジサービス㈱から商号変更）  

           飲料事業（自動販売機による清涼飲料水の販売）  

          カルピスビバレッジ㈱他４社  

           飲料事業（自動販売機による清涼飲料水の販売）  

（２）企業結合の法的形式  

    共通支配下の取引（アサヒ飲料㈱自動販売機事業部門の分社型吸収分割及び、自動販売機 

             事業会社の吸収合併）  

（３）結合後企業の名称  

    アサヒ飲料㈱  

    アサヒカルピスビバレッジ㈱  

（４）取引の目的を含む取引の概要  

     当社の子会社であるアサヒ飲料㈱は、平成13年より自動販売機相互販売契約を締結して 

    いるカルピス㈱との関係を強化し、飲料業界で競争力のある自動販売機事業の運営を目的と 

    して、両社の自動販売機事業を統合することとしました。  

     平成19年12月にアサヒ飲料㈱とカルピス㈱が共同出資し、自動販売機事業を運営する合弁 

    会社アサヒカルピスビバレッジ㈱を設立しました。平成20年1月に、アサヒカルピスビバレッ 

    ジ㈱は、アサヒ飲料㈱の子会社アサヒビバレッジサービス㈱とカルピス㈱の子会社カルピス 

    ビバレッジ㈱他５社の株式を取得し、傘下におきました。平成20年4月にアサヒ飲料㈱は、自 

    動販売機事業部門をアサヒビバレッジサービス㈱に継承させる会社分割を実施しました。平 

    成20年10月に、アサヒカルピスビバレッジ㈱が傘下の6社を吸収合併し、自動販売機事業会社 

    の統合を実施しました。  

２．実施した会計処理の概要  

 上記の取引は共通支配下の取引に該当します。  
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(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

項目 (自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度

１株当たり純資産額 1,089.33円 1,122.13円

１株当たり当期純利益 94.94円 96.31円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

94.74円 96.14円

 

(平成19年12月31日) 
前連結会計年度

(平成20年12月31日) 
当連結会計年度

連結貸借対照表の純資産の部の合計

額           (百万円) 

 

529,782 534,627 

 

普通株式に係る純資産額(百万円) 514,666 521,594 

連結貸借対照表の純資産の部の合計

額と１株当たり純資産額の算定に用

いられた普通株式に係る連結会計年

度末の純資産額との差額の主な内訳 

(百万円) 

 少数株主持分 

  

  

15,115 

 

 
 
 

 

 

  

13,033 

 
 
 

普通株式の発行済株式数(株) 483,585,862 483,585,862 

普通株式の自己株式数(株) 11,124,073 18,762,163 

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数     (株)  

  

472,461,789 464,823,699 
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２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度

連結損益計算書上の当期純利益 

            (百万円) 

44,797 45,014 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 44,797 45,014 

普通株式の期中平均株式数(株) 471,855,049 467,378,824 

潜在株式調整後１株当たり当期純利 

益の算定に用いられた普通株式増加 

数の主要な内訳     (株) 

 新株予約権 

 新株引受権等 

611,646 

362,243 

 

 

 

520,441 

293,442 

  普通株式増加数   (株) 973,889 813,883 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

             

―――――

 

 

 

新株予約権２種類  

（2023年満期ユーロ円建取得条項付

転換社債型新株予約権付社債（額面

金 額 35,000 百 万 円、新 株 予 約 権

35,000個）、2028年満期ユーロ円建

取得条項付転換社債型新株予約権付

社債（額面金額35,000百万円、新株

予約権35,000個））  

(自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度

――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（青島啤酒股份有限公司の株式一部取得について）  

  当社は、Anheuser-Busch InBev S.A.（以下、ABI）が

保有する青島啤酒股份有限公司（以下、青島ビール）の

株式の一部を取得することにABIと合意し、平成21年１月

23日に契約調印いたしました。当社は、青島ビールの株

式（香港証券取引所上場株式：H 株）261,577,836 株、

発行済株式の約19.99%を取得価額総額6 億6,650 万米ド

ルで取得する予定です。  

  なお、本合意内容については、中華人民共和国商務部

等の監督官庁から適切な許認可・承認が得られることが

必要です。  

  また、本件のための資金は、当社が保有する手元資金

および外部借入を充当する予定です。  

  なお、本件の翌連結会計年度の業績に与える影響につ

いては、未定です。  
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(自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度

――――― 
 

（キャドバリーグループ所有のオーストラリア飲料事業

の買収に関する最終契約締結について） 

  平成21年３月12日に当社とキャドバリーグループ

（Cadbury plc、イギリス ロンドン、CEO トッド・ス

ティッツァー）は、キャドバリーグループが所有する、

オーストラリアにおける飲料事業（以下、「シュウェッ

プス・オーストラリア」という。）の買収に関する最終

契約を締結いたしました。 

１．目的 

  当社の子会社Asahi Holdings (Australia) Pty Ltd

が、キャドバリーグループが所有するシュウェップ

ス・オーストラリアの持株会社であるSchweppes 

Holdings Pty Ltd（SHPL）の全株式を取得することに

より、シュウェップス・オーストラリアが当社の子会

社となります。買収手続きは、最終契約に基づき、諸

条件の充足を条件として、平成21年４月末頃までを目

処として完了する予定です。なお、本件買収について

は、オーストラリア外国投資規制委員会からの承認を

取得しております。 

  シュウェップス・オーストラリアを買収することに

より、アジア地域だけでなくオセアニア地域での事業

基盤を獲得することとなります。これにより海外飲料

事業の基盤強化を図るとともに、グループシナジーの

実現により、アサヒビールグループのさらなる成長加

速を実現していく方針です。 

２．株式取得の相手会社の名称 

  キャドバリーグループ 

３. 買収する会社の名称、事業の内容及び規模  

    (1) 名称       Schweppes Holdings Pty Ltd  

    (2) 主な事業の内容  飲料製品の製造販売  

    (3) 最近事業年度における規模 

                  （単位：百万オーストラリアドル） 

 注）上記金額は、SHPL及びその子会社がキャドバ
リーグループより譲りうける予定のオースト
ラリアにおける飲料事業に係る売上高及び事
業資産です。ただし、飲料事業と菓子事業と
に分離手続きする前の飲料事業の実績です。 

平成19年12月期

事 業 売 上 高                         749

総 事 業 資 産                         636

４．株式取得の時期  

   平成21年4月末頃までを目処として完了する予定で 

  す。 
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前連結会計年度 
(自 平成19年１月１日 
  至 平成19年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
  至 平成20年12月31日)

５．取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

 取得する株式の数は6,008,240株であり、取得価額は

約920百万豪ドルとなる予定です。取得後の持分比率は

100%となります。なお、商標権他の取得のために別途

約265百万豪ドル支払予定です。 

６．支払資金の調達方法 

    本件のための資金は、当社が保有する手元資金及び外

  部借入を充当する予定です。 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 当期末残高のうち、１年以内に償還予定のものを( )内に内書しております。 

  ２ 新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。 

      

 
     （注）本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債 

         の価額は、その額面と同額とする。 

  

３ 連結決算日後５年内における償還予定額は以下の通りであります。 

 
  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率 
(％)

担保 償還期限

アサヒビール 
株式会社 

無担保普通社債 

平成14年
11月27日 

～ 
平成19年 
６月22日 

80,000
 

70,000
(  20,000)

0.84～ 
1.88 

なし

平成21年
11月27日

～ 
平成26年 
６月20日 

2023年満期ユーロ
円建取得条項付転
換社債型新株予約
権付社債 

平成20年
５月29日 
 
  

― 35,168 ― なし
平成35年
５月26日 

2028年満期ユーロ
円建取得条項付転
換社債型新株予約
権付社債 

平成20年
５月29日 
  

― 35,000 ― なし
平成40年
５月26日 

合計 ― ― 80,000
 

140,168
(  20,000)

― ― ―

 銘柄
2023年満期ユーロ円建取得
条項付転換社債型新株予約
権付社債 

2028年満期ユーロ円建取得
条項付転換社債型新株予約
権付社債 

 発行すべき株式    普通株式       普通株式

 新株予約権の発行価額（円）        無償        無償

 株式の発行価額（円）               2,107               2,050

 発行価額の総額（百万円）              35,000              35,000

 
新株予約権の行使により発行した株式の発
行価額の総額（百万円）

               ―                ―

 新株予約権の付与割合（％）              100．0              100．0

 新株予約権の行使期間
  自 平成20年6月12日

   至 平成35年5月12日 
  自 平成20年6月12日 

   至 平成40年5月12日 

 代用払込に関する事項 該当事項なし（注） 同左

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内 
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

20,000 15,000 15,000 10,000 ―
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【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

  

 
なお、その他の有利子負債「その他固定負債」は、特約取引契約(ただし契約期間が２年以上)に伴う保証金

で、取引契約の解約等特別な事情がある場合のみ払い出すものであり、個別の返済予定がないため、「返済

期限」について記載しておりません。 

  

(2) 【その他】 

特記事項はありません。 

  

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 103,908 76,828 1.93 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 37,071 18,728 2.09 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 59,477 59,535 2.04 

 平成22年1月～
平成27年12月

その他有利子負債   

 コマーシャルペーパー 
 (１年内返済) 52,000 7,000 0.78 ―

 その他流動負債 
 (流動負債の「預り金」に含ま
れる) 

3,262 3,348 0.79 ―

 その他固定負債 
 (固定負債の「その他」に含ま
れる) 

34,626 35,244 1.30 ―

合計 290,346 200,684             ― ―

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内 

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 26,107 8,059 4,219 15,141 
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平成20年３月26日

アサヒビール株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているアサヒビール株式会社の平成19年1月1日から平成19年12月31日までの第84期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、アサヒビール株式会社の平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  文  倉  辰  永  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  長  﨑  康  行  ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。 



 

  

平成21年３月26日

アサヒビール株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているアサヒビール株式会社の平成20年1月1日から平成20年12月31日までの第85期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、アサヒビール株式会社の平成20年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  原  田  一     ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  長  﨑  康  行  ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。 



































(リース取引関係) 

  

 
  

(自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日) 

前事業年度
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日) 

当事業年度

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

  
機械及 
び装置 
(百万円)

 
工具器 
具備品 
(百万円)

 
その他

(百万円)
 

合計

(百万円)

取得価額 
相当額 

－ 33,961 52 34,014

減価償却 
累計額 
相当額 

－ 17,286 22 17,309

期末残高 
相当額 

－ 16,674 30 16,704

  

機械及
び装置 
(百万円)

工具器 
具備品 
(百万円)

 
その他

(百万円)
 

合計

(百万円)

取得価額
相当額 

－ 27,782 45 27,828

減価償却
累計額 
相当額 

－ 16,199 18 16,218

期末残高
相当額 

－ 11,582 27 11,610

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 5,209百万円

１年超 11,871百万円

合計 17,081百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 4,284百万円

１年超 7,794百万円

合計 12,079百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 6,397百万円

減価償却費相当額 5,836百万円

支払利息相当額 549百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 5,690百万円

減価償却費相当額 5,195百万円

支払利息相当額 453百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を零とする定額法によっており

ます。 

 ・利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物

件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっておりま

す。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 44百万円

１年超 64百万円

合計 108百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 53百万円

１年超 75百万円

合計 129百万円
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(有価証券関係) 

前事業年度(平成19年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

当事業年度(平成20年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

区分
貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

子会社株式 59,078 107,108 48,030 

合計 59,078 107,108 48,030 
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(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成19年12月31日)

当事業年度 
(平成20年12月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) 百万円

 貸倒引当金損金算入限度超過額 4,490 

 賞与引当金否認 672 

 退職給付引当金損金算入限度超過額 7,899 

 未払事業税否認 927 

 子会社株式評価損否認 6,305 

 関係会社整理損失 1,082 

 土地評価損否認 11 

 減価償却費損金算入限度超過額 318 

 退職給付信託設定損否認 1,470 

 投資有価証券評価損否認 4,365 

 子会社出資金評価損否認 3,002 

 減損損失 1,294 

 繰延資産償却費損金算入限度超過額 117 

 固定資産見積撤去費用否認 282 

 その他 2,787 

 繰延税金資産小計 35,028 

 評価性引当額 △ 15,653 

繰延税金資産合計 19,375 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) 百万円

 貸倒引当金損金算入限度超過額 4,358 

 賞与引当金否認 527 

 退職給付引当金損金算入限度超過額 7,817 

 未払事業税否認 1,578 

 子会社株式評価損否認 8,430 

 関係会社整理損失 － 

 土地評価損否認 11 

 減価償却費損金算入限度超過額 265 

 退職給付信託設定損否認 1,470 

 投資有価証券評価損否認 5,504 

 子会社出資金評価損否認 3,862 

 減損損失 1,288 

 繰延資産償却費損金算入限度超過額 121 

 固定資産見積撤去費用否認 34 

 その他 3,841 

 繰延税金資産小計 39,112 

 評価性引当額 △18,648 

繰延税金資産合計 20,463 

(繰延税金負債)  

 固定資産圧縮積立金 △ 873 

 その他有価証券評価差額金 

 前払年金費用 

△ 8,930 

△ 340 

繰延税金負債合計 △ 10,144 

繰延税金資産の純額 9,231 

(繰延税金負債)  

 固定資産圧縮積立金 △765 

 その他有価証券評価差額金 

 前払年金費用 

△1,054 

△1,631 

繰延税金負債合計 △3,451 

繰延税金資産の純額 17,012 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

(調整) 

 交際費等永久に損金に算入 
 されない項目 1.8 

 評価性引当額 1.1 

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 

△0.4

 税額控除 △0.8

 その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率 41.9 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に算入 
 されない項目 

1.9  

評価性引当額 4.1 

受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 

△0.3
 

税額控除 △1.0

その他 1.0 

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率 46.1 
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(企業結合等関係) 

 前事業年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

 当社は、平成19年４月１日に和光堂㈱との株式交換を実施いたしました。詳細は、「第五 経理の状況  

 １ 連結財務諸表等」の企業結合等関係に記載のとおりであります。 

  

 当事業年度（自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日） 

 該当ありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

項目 (自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日) 

前事業年度
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日) 

当事業年度

１株当たり純資産額 1,020.24円 1,044.56円

１株当たり当期純利益 85.84円 83.43円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

85.66円 83.29円

 

(平成19年12月31日) 
前事業年度

(平成20年12月31日) 
当事業年度

貸借対照表の純資産の部の合計額 

（百万円） 

482,026 485,538 

普通株式に係る純資産 （百万円） 482,026 485,538 

普通株式の発行済株式数 （株） 483,585,862 483,585,862 

普通株式の自己株式数  （株）  11,124,073 18,762,163 

1株当たり純資産額の算定に用いられ

た普通株式の数     （株） 

472,461,789 464,823,699 
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２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日) 

前事業年度
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日) 

当事業年度

損益計算書上の当期純利益(百万円) 40,513 38,994 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 40,513 38,994 

普通株式の期中平均株式数(株) 471,978,060 467,378,824 

潜在株式調整後１株当たり当期純利 

益の算定に用いられた普通株式増加 

数の主要な内訳     (株) 

 新株予約権 

 新株引受権等 

611,646 

362,243 

520,441 

293,442 

  普通株式増加数   (株) 973,889 813,883 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

――――― 

 

 

 

新株予約権２種類  

（2023年満期ユーロ円建取得条項付

転換社債型新株予約権付社債（額面

金 額 35,000 百 万 円、新 株 予 約 権

35,000個）、2028年満期ユーロ円建

取得条項付転換社債型新株予約権付

社債（額面金額35,000百万円、新株

予約権35,000個））  

なお、新株予約券等の詳細について
は第４ 提出会社の状況、１株式等
の状況、（２）新株予約権等の状況
に記載のとおりであります。 

前事業年度 
(自 平成19年１月１日 
 至 平成19年12月31日)

当事業年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日)

――――― （青島啤酒股份有限公司の株式一部取得について）  

 当社は、Anheuser-Busch InBev S.A.（以下、ABI）が

保有する青島啤酒股份有限公司（以下、青島ビール）の

株式の一部を取得することにABIと合意し、平成21年１月

23日に契約調印いたしました。当社は、青島ビールの株

式（香港証券取引所上場株式：H 株）261,577,836 株、

発行済株式の約19.99%を取得価額総額6 億6,650 万米ド

ルで取得する予定です。  

  なお、本合意内容については、中華人民共和国商務部

等の監督官庁から適切な許認可・承認が得られることが

必要です。  

  また、本件のための資金は、当社が保有する手元資金

および外部借入を充当する予定です。  

  なお、本件の翌事業年度の業績に与える影響について

は、未定です。  
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(自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日) 

前事業年度
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日) 

当事業年度

――――― 
 

（キャドバリーグループ所有のオーストラリア飲料事業

の買収に関する最終契約締結について） 

  平成21年３月12日に当社とキャドバリーグループ

（Cadbury plc、イギリス ロンドン、CEO トッド・ス

ティッツァー）は、キャドバリーグループが所有する、

オーストラリアにおける飲料事業（以下、「シュウェッ

プス・オーストラリア」という。）の買収に関する最終

契約を締結いたしました。 

１．目的 

  当社の子会社Asahi Holdings (Australia) Pty Ltd

が、キャドバリーグループが所有するシュウェップ

ス・オーストラリアの持株会社であるSchweppes 

Holdings Pty Ltd（SHPL）の全株式を取得することに

より、シュウェップス・オーストラリアが当社の子会

社となります。買収手続きは、最終契約に基づき、諸

条件の充足を条件として、平成21年４月末頃までを目

処として完了する予定です。なお、本件買収について

は、オーストラリア外国投資規制委員会からの承認を

取得しております。  

  シュウェップス・オーストラリアを買収することに

より、アジア地域だけでなくオセアニア地域での事業

基盤を獲得することとなります。これにより海外飲料

事業の基盤強化を図るとともに、グループシナジーの

実現により、アサヒビールグループのさらなる成長加

速を実現していく方針です 

２．株式取得の相手会社の名称 

    キャドバリーグループ 

３. 買収する会社の名称、事業の内容及び規模  

    (1) 名称         Schweppes Holdings Pty Ltd  

    (2) 主な事業の内容  飲料製品の製造販売  

    (3) 最近事業年度における規模 

                  （単位：百万オーストラリアドル） 

 注）上記金額は、SHPL及びその子会社がキャドバ
リーグループより譲りうける予定のオースト
ラリアにおける飲料事業に係る売上高及び事
業資産です。ただし、飲料事業と菓子事業と
に分離手続きする前の飲料事業の実績です。 

平成19年12月期

事 業 売 上 高                         749

総 事 業 資 産                         636

４．株式取得の時期  

   平成21年4月末頃までを目処として完了する予定で 

 す。 
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前事業年度 
(自 平成19年１月１日 
  至 平成19年12月31日)

当事業年度 
(自 平成20年１月１日 
  至 平成20年12月31日)

５．取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

 取得する株式の数は6,008,240株であり、取得価額は

約920百万豪ドルとなる予定です。取得後の持分比率は

100％となります。なお、商標権他の取得のために別途

約265百万豪ドル支払予定です。 

６．支払資金の調達方法 

    本件のための資金は、当社が保有する手元資金及び外

  部借入を充当する予定です。 
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

   

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 

カゴメ㈱ 10,000,000 14,990 

ワタミ㈱ 1,573,200 3,708 

㈱王将フードサービス 2,453,700 3,572 

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 1,000,000 2,884 

㈱帝国ホテル 1,354,064 2,708 

㈱ロイヤルホテル 9,613,000 2,182 

オリオンビール㈱ 72,000 2,160 

㈱ヴィア・ホールディングス 2,400,000 2,092 

㈱セブン銀行 5,000 1,695 

住友不動産㈱ 1,138,000 1,489 

その他 363銘柄 48,900,958 36,673 

計 78,509,922 74,156 

【債券】

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 

社債 1銘柄 80 80 

転換社債 2銘柄 596 596 

計 676 676 
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【その他】 

  

 
  

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 

SB Equity Securities(Cayman), 
Limited 

50 5,000 

Mizuho Prefered Capital(Cayman), 
Limited 

50 5,000 

Pacifica Fund I,L.P. ― 282 

ウイル投資事業有限責任組合 300 219 

その他出資証券 2銘柄 ― 0 

計 ― 10,503 
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【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 機械及び装置の当期増加額の主なものは、工場ビール等製造設備11,026百万円他であります。 

２ 建設仮勘定の当期増加額の主なものは、工場ビール等設備の建設及び更新によるものです。 

３ 長期前払費用のうち法人税法上の繰延資産は、法人税法の規定に従い償却を行っています。 

(  )内の金額は、次期償却予定額で上段金額に含まれ、貸借対照表上は流動資産の「前払費用」に計上さ

れております。 

４ 有形固定資産及び無形固定資産に係る当期の減価償却額は、製造原価に26,138百万円、販売費及び一般管理

費減価償却費に6,442百万円計上しており、残額1,307百万円は不動産事業原価等に計上しております。 

  

【引当金明細表】 

  

 
  (注) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、前期末残高のうち使用目的以外の部分を洗替方式により 

全額取崩したものであります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価 
償却累計額 
又は償却累 

計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産    

 建物 270,705 3,716 2,016 272,404 137,340 8,052 135,064 

 構築物 45,898 479 451 45,925 27,050 1,526 18,875 

 機械及び装置 407,940 11,925 7,482 412,383 272,372 18,838 140,011 

 車輌運搬具 403 0 21 382 355 9 26 

 工具器具備品 102,461 1,849 5,289 99,022 56,250 2,752 42,771 

 土地 130,025 1 － 130,027 － － 130,027 

 建設仮勘定 2,969 16,874 18,172 1,671 － － 1,671 

有形固定資産計 960,405 34,846 33,433 961,817 493,369 31,179 468,447 

無形固定資産    

 借地権 6 － － 6 － － 6 

 商標権 42 4 － 47 37 1 9 

 ソフトウェア 16,781 2,517 160 19,139 10,963 2,647 8,175 

 施設利用権 3,668 1 74 3,595 2,961 59 634 

無形固定資産計 20,500 2,523 234 22,788 13,962 2,708 8,825 

 長期前払費用 63,910 8,181 217 71,875 56,550 7,670 15,324 

    (6,363) 

繰延資産    

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額 
(その他) 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 12,422 12,091 92 12,330 12,091 

賞与引当金 1,726 1,355 1,726 － 1,355 

役員賞与引当金 99 105 99 － 105 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

１ 【提出会社の親会社等の情報】

２ 【その他の参考情報】

(１) 有価証券報告書の訂正報告書 平成20年３月12日関東財務局長に提出

 事業年度 第82期(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日)

(２) 有価証券報告書の訂正報告書 平成20年３月12日関東財務局長に提出

 事業年度 第83期(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日)

(３) 訂正発行登録書 平成20年３月12日関東財務局長に提出

(４) 有価証券報告書及びその添付書類 平成20年３月27日関東財務局長に提出

 事業年度 第84期(自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日)

(５) 訂正発行登録書 平成20年３月27日関東財務局長に提出

(６) 有価証券報告書の訂正報告書 平成20年４月23日関東財務局長に提出

 事業年度 第84期(自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日)

(７) 訂正発行登録書 平成20年４月23日関東財務局長に提出

(８) 臨時報告書 平成20年５月13日関東財務局長に提出

 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第１号（本邦以外の地域における新株予
約権付社債の募集）の規定に基づく臨時報告書

(９) 訂正発行登録書 平成20年５月13日関東財務局長に提出

(１０) 臨時報告書の訂正報告書 平成20年５月14日関東財務局長に提出

 上記（８）臨時報告書の訂正報告書

(１１) 訂正発行登録書 平成20年５月14日関東財務局長に提出

(１２) 臨時報告書の訂正報告書 平成20年５月19日関東財務局長に提出

 上記（８）臨時報告書の訂正報告書

(１３) 訂正発行登録書 平成20年５月19日関東財務局長に提出

(１４) 自己株券買付状況報告書 平成20年６月５日関東財務局長に提出

(１５) 自己株券買付状況報告書 平成20年７月４日関東財務局長に提出

(１６) 自己株券買付状況報告書 平成20年８月５日関東財務局長に提出

(１７) 自己株券買付状況報告書 平成20年９月４日関東財務局長に提出

(１８) 半期報告書 平成20年９月26日関東財務局長に提出

 事業年度 第85期(自 平成20年１月１日 至 平成20年６月30日)

(１９) 訂正発行登録書 平成20年９月26日関東財務局長に提出

(２０) 有価証券報告書の訂正報告書 平成20年９月29日関東財務局長に提出

 事業年度 第83期(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日)

(２１) 有価証券報告書の訂正報告書 平成20年９月29日関東財務局長に提出

 事業年度 第84期(自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日)
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(２２) 訂正発行登録書 平成20年９月29日関東財務局長に提出

(２３) 発行登録書（株券、社債券等） 平成20年９月30日関東財務局長に提出

(２４) 有価証券報告書の訂正報告書 平成20年10月31日関東財務局長に提出

 事業年度 第83期(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日)

(２５) 有価証券報告書の訂正報告書 平成20年10月31日関東財務局長に提出

 事業年度 第84期(自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日)

(２６) 訂正発行登録書 平成20年10月31日関東財務局長に提出
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